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１．文脈
　オーストラリアは、面積770万平方キロメートル、人口2,230万人である。
同国は、過去19年間、継続的に経済成長を享受しており、グローバル金融
危機の間に不況を経験することがなかった数少ない諸国の１つである。こ
の数十年間の経済の成功は、1980年代半ばからの構造改革と、オーストラ
リアが世界でその主要な供給者である原材料の需要の長期にわたる拡大と
の組み合わせの結果と考えられる。この経済的な繁栄は、過去10年の大部
分の期間、連邦政府においてかなりの財政黒字を生み出す背景となった。
　政府の連邦システムは、三層からなっている。中央政府の他、６つの州
政府と２つの準州政府がある。これらのすべての政府が、ウェストミンス
ター・モデルに基づいている。そして、最後に、地方政府がある。これら
の政府は、それぞれ別々に選挙で選出されている。2010-11会計年度の連邦
政府支出は、3,550億豪ドル（執筆時のレートで約3,750億米ドル）、GDP比
25.2％となると予測されている。連邦政府は、公共部門の租税の大部分を
徴収している一方、多くの公共サービスは、州と準州の権限であり、これ
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には、教育、保健、福祉、コミュニティサービス、法と秩序、及びインフ
ラストラクチャなどが含まれる。連邦政府は、ブロック交付金と、特定目
的の支出金の形で、州と準州に多額の資金を供給している。連邦政府は、
年金などの対個人移転支出に関する権限を有する。
　連邦政府はキャンベラにあり、公務員数は、2010年６月時点で、164,600
人である。連邦政府には20 の省があり、そのうち、政府中枢で調整を行う
３つの省が、予算省（Department of Finance and Deregulation: DoF）、首相
内閣省（Department of Prime Minister and Cabinet: PM&C）、及び国庫省
（the Treasury）である。予算編成プロセスにおける政府中枢省の役割は、
コラム１で述べる。
コラム１　政府中枢省と予算編成プロセス
　予算省の主たる機能は、政府中枢の予算部局としての役割である。
すなわち、予算の支出面の調整を行う。同省は財務枠組みを含む予算
の経理を監督する。予算省は、事業実施省の大臣が提出するすべての
新規政策提案を含む、政府支出の政策分析も提供している。これらの
予算省の分析は、支出提案とともに、予算を決定する内閣委員会（支
出レビュー委員会（Expenditure Review Committee））に送付される。
さらに、予算省は、予算黒字を達成するために、節約オプションを準
備する。事業実施省は、自省自身の節約オプションを準備することも
できる。首相内閣省は、政権の政策目標について、及び全政府的な課
題について焦点を合わせている。国庫省は、予算の課税面と、マクロ
経済問題に焦点を合わせている。３つの政府中枢省すべてに、事業実
施省を背後から支える当該省の担当官が置かれている。３つの政府中
枢省すべて、特に予算省は、事業実施省の大臣の新しい政策支出提案
を分析し、質問を行うことを通じて、これに「挑戦する」機能を果た
している。
　（　　）　50巻１号　（2015. ７）141
（　　）４ オーストラリア連邦政府の業績枠組み
２．第１期：1987年から1996年まで
2.1. 公共部門改革における優先事項
　改革主義的な労働党政権が1983年に選出され、ボブ・ホークが首相に就
任した1）。新政権は、非常に厳しい予算制約を含む、難しいマクロ経済情勢
に直面していた。同政権の成功の１つの測定は、連邦政府支出を、GDP比で、
1984-85会計年度の30％から1989-90会計年度の23％に引き下げることができ
たことである。国際的な基準からすると、これは非常に大きな削減である。
同政権は、連邦政府自身の支出の引下げと、他のレベルの政府に支払う交
付金の引下げによってこれを実現した。同時に、同政権は、社会の貧困層
に対する公共支出の大規模な再編の実施と、「中産階級の福祉」の削減にコ
ミットした。この危機的状況は、財政規律と一連のミクロ経済改革に対し、
強力なインセンティブを提供した。この改革は、オーストラリアを、非常
に規制が強く、保護された市場から、はるかに柔軟な、開放経済にかえる
ことを意図していた。オーストラリア・ドルは変動相場制に移行し、高率
関税は引き下げられ、金融部門は規制緩和され、労働市場の柔軟性は高め
られた。多くの国営企業は、民営化されたか、民間部門との競争の下に置
かれた。
　新政権は、政府業績の著しい改善を目的とする、一連の公共部門改革を
実施することも決めていた。これらの改革の側面の１つは、はるかに大き
い自律性を政府の省庁に提供したいという願望であった。これは「マネ
ジャーに自由にマネジメントをさせる」（let the managers manage）という
哲学であり、そのことは、権限と行動責任の委譲に関係する。すなわち、
はるかに大きい自律性をマネジャーに与えることにより、より良い業績を
奨励する。各省は、統合されたランニング・コストという新たなシステム
を通じて、給与その他の行政費用に対する自省の支出に自律性が与えられ
た。政府の各省の数が、省の統合を通じて、大きく減少した。その目的は、
政策助言の細かな縦割り（バルカン化）を減らし、大臣のポートフォリオ
予算編成を通じて、省庁内部での資源の再配分を行うことである。
　予算編成システムは大きく変更された。オーストラリアは、1987年の中
期歳出枠組みの導入によって、世界をリードした。中期歳出枠組みは、支
₅₀巻１号　（₂₀₁₅. ７）　（　　）140
翻　　訳（　　）５
出の将来推計に関係している。推計は、政府の政策と支出の優先事項の変
化に焦点を合わせるために、歳出のベースラインを提供し、支出項目（line 
item）別の詳細な支出審査から予算プロセスを解放した。これは、予算プ
ロセスを実質的に簡素化し、予算編成に関する意思決定に対する、はるか
に戦略的なアプローチを可能にした（Keating and Holmes, 1990; Blöndal et 
al., 2008）。
　将来推計は、各省に与えられる、将来の資源の利用可能性に関する保証
も拡大した。トーマスが述べているように、
（オーストラリア）政府は、公共組織の設計、プログラムとサービスの提
供、並びに組織内外に対するの説明責任の新たなメカニズムの導入…の
早期の採用と実施された改革の範囲の広さの点で、各国の中でも先駆者
であるとみなしうる（Thomas, 2009、p. 374）。
　政権は、プログラム・マネジメントと予算編成の原則を提唱した。その
際、健全なマネジメント慣行、業績情報の収集及び定期的なプログラム評
価を通じた政府プログラムの効率性と有効性に焦点を当てた。これらの原
則に関するガイダンス文書は、予算省と、もう一つの政府中枢機関である
公務委員会（Public Service Board）によって発行された。政府中枢各省は、
プログラム有効性レビューとプログラムの合同マネジメント・レビューに
も参加した。
　予算省の事務次官マイケル・キーティングは、政府の公共部門改革の主た
る設計者であった2）。他省の支出の予算の調整者兼監督者としての予算省の
役割も、同省が確実に改革アジェンダにインパクトを与えることへの支援と
なった。予算省は、このアジェンダに関し、他の政府中枢省からの強力な支
援を享受していた。予算省は、支出の諸課題の詳細への関与から抜け出すこ
とを切望していた。そこでは、伝統的な、ゼロベースの予算編成プロセスに
よって、日々の業務のかなりの部分の焦点が、重要性の小さい支出項目の要
求と各省との論争に当てられていた。予算省は、より高いレベルの政策問題
にもずっと大きな焦点を当てたがっていた。例えば、毎年の予算編成プロセ
スを支援する際の、政策分析や説明などである。予算編成プロセスの合理化
は、まさにこの種の高いレベルに焦点を合わせることを促進した。予算省の
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関心は、政府支出の削減を優先することのみならず、支出をより効率的・効
果的にする方法の発見を優先することも含んでいた。
　しかし、予算省その他の政府中枢の機関は、事業実施省の業績マネジメ
ントにおける進歩に不満なままであり、ゆえに、1987年に、予算大臣は、
すべての予算支出提案（新規政策提案）が、目的と業績測定方法の記述と、
当該予算支出の将来の評価に関する枠組み提案も記載していなければなら
ないという公式の義務を課すことへの内閣の合意を確保することができた。
各省が、自省のプログラムのシステマティックなモニタリングと評価
（monitoring and evaluation: M&E）の計画を策定し、この計画を政権に報告
することも義務付けられた。同時に、予算省は、評価に関するガイダンス
資料と基礎訓練コースを提供することによって、事業実施省に対し提供す
る助言型の支援を拡大した。
　1988年までに、各省の評価計画が貧弱であり、各省のM&E慣行のより根
本的なレビューが不可欠であることが、予算省において明らかになった。
この徹底的なレビューは、事業実施省の上級職員がトップとなって行われ
た。レビューによって、以下のことが判明した。
◦組織的及び財務的な意思決定への評価の統合がなされていない。
◦評価が、プログラムの総合的な有効性、すなわち、プログラムが実際に
当該プログラムの目的を満たしていたか否かという、より基礎的な疑問
よりも、効率性とプロセスに焦点を合わせる傾向があった。
◦評価技能と分析能力の水準が貧弱であった。
◦そして、評価における政府中枢各省の役割（特に予算省）がはっきりし
ない。
2.2. 政府の評価戦略3）
　予算省は、「マネジャーに自由にマネジメントをさせる」（let the 
managers manage）が不十分であるとの結論を下した。同省は「マネジャー
に強制的にマネジメントをさせる」（make the managers manage）こと、そ
して、各省に評価の計画立案と実施をさせることが必要であると判断した
（Keating and Holmes, 1990）。このため、1988年後半に、予算大臣は、公式
の評価戦略に対する内閣の合意を確保した。この戦略の基礎となる原則は、
評価に関する優先順位付けをすること、評価計画を策定すること、そして、
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評価を実施する権限は事業実施省にあるということであった。
　この戦略には、３つの主要な目的があった。第１に、おそらく最も重要
なことは、内閣の意思決定と優先順位付けを支援するために、プログラム業
績に関する基礎的な情報を提供することであった。特に、個々の大臣によっ
て多くの競合する提案が提唱される毎年の予算編成プロセスにおける意思
決定と優先順位付けである。第２に、この戦略は、各省内部のプログラム・
マネジャーが、自らが所管するプログラム業績の改善に評価を使用すること
を奨励した。最後に、この戦略は、プログラム・マネジャーのモニタリング
とプログラム資源マネジメントの公式の証拠を提供することによって、権限
移譲された環境における説明責任を強化することをねらいとした。このよう
な透明性の強調は、議会にとって強い関心事項であった。特に、上院の予算
審査と承認のプロセスにおいてである。事業実施省も、内閣と、捉え方に
よっては、、予算省などの政府中枢の機関に対し説明責任を負った。
　内閣が合意した評価戦略は、省に対し、４つの公式な義務を課していた
（コラム２）。
コラム２　評価戦略：公式の義務
◦全プログラムを３-５年ごとに評価しなければならない。
◦各ポートフォリオ（１つの事業実施省と、これに附属する行政機関
から構成される）は、次年度以後３年間を対象とする、年次ポートフォ
リオ評価計画（portfolio evaluation plan: PEP）を策定し、これを予算
省に提出しなければならない。これらの計画には、大きな資源を必要
とする、又は政策上大きな意味を有する主要なプログラムの評価が含
まれていなければならない。
◦大臣の新規政策提案には、将来の評価に関する仕組みの提案に関す
る記述が含まれていなければならない。
◦重要性の高い、政策上の微妙な問題、国家安全保障又は営業上の信
用の問題が存在しない限り、通常、完成した評価報告書を公表しなけ
ればならない。各省が毎年議会に提出する予算文書においては、主要
な評価結果の報告も記載しなければならない。
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　内閣は、政府全体の政策及び優先事項とPEPや個々の評価との一貫性を
確保するため、PEP及び個々の評価の調査事項に対し、予算省がインプッ
トを行う機会を持つこと、及び予算省が、予算省と事業実施省（又は、こ
れらの省の間に紛争が生じた場合にはこれらの省の大臣間）で協議するこ
とを条件として、選ばれた評価に予算省が直接参加することにも合意した。
評価は、事業実施省（又はそれに附属する政府機関）によって行われなけ
ればならない。個々の評価に対する各省予算担当のデスク・オフィサーの
参加は、典型的には、評価運営委員会のメンバーになったり、評価報告書
案に彼らのコメントを提供したりすることである。評価戦略の下における
計画立案と報告のフローについては、図１参照。
　事業実施省は、予算省に与えられることとされた役割に深い懸念を表明
した。事業実施省は、予算省の役割を過度な侵害とみなしたのである。し
かし、評価戦略に関する内閣の合意は、正式な閣議決定の形となっていた。
ウェストミンスター型統治体制の利点は、すぐにそのような決定を取るこ
とができるということである。そして、連邦政府とその公務員に対し、こ
のような決定には、実際に、法的拘束力がある。欠点は─例えば、ナポレ
オン型統治体制の諸国と比較すれば─政権交代が行われた場合に、このよ
うな決定を容易に取り消すことができることである。
　評価戦略には、３つの明文化された目的があったが、予算省（戦略の主
たる設計者兼監督者）の観点から、同省が多くの関心を向けた目的は、予
算プロセスにおける内閣の意思決定を支援することであった。予算省上級
マネジメントは、事業実施省を監督する自省のライン部門が、各省の評価
計画立案と主要な評価の実施に完全に関与することを望んでいた。短期的
な目標は、予算省の予算担当官が、確実に、評価の品質とその評価のすべ
ての制約に知悉し、その発見と勧告をよく認識し、その結果、彼らの政策
分析業務に、それらの発見と勧告を使用できるようにすることであった。
評価に対するこれらの職員の関与は、評価対象のプログラムの目的と、そ
れが実施される環境に関する彼らの知識を高めるだろう。
₅₀巻１号　（₂₀₁₅. ７）　（　　）136
翻　　訳（　　）９
図１ 評価の計画立案と報告のフロー
　予算省において必要な文化の変化を達成するのは、言うは易く、行うは
難しであった。予算分析官は、能力は高いが、頑固で、非常に保守的であっ
た。したがって、彼らのマインドセットを、詳細な支出項目ごとの費用に
合わせるのではなく、政府プログラムの業績に関心を持ちつつ、ハイレベ
ルの政策に焦点を合わせることにずっと多くの力を注ぐように変えること
が課題であった。必要な文化の変化は、多くの手段で達成された。歴代の
予算省事務次官及び事務次官補による強いリーダーシップと提唱があった。
職員の入れ替えも必要であった。ここでは、分析・調査技能が強調され、
会計技術に対する強調は弱まった。何らかの重点的な新規採用もが行われ
た。評価の経験が、省内の部門長の年次新規採用活動の基準となった。
　評価戦略への内閣の合意がなされた直後数年間、２つの政府報告書（議
会委員会からとオーストラリア会計検査院（Australia National Audit Ofﬁce: 
ANAO）から）が、事業実施省での評価活動のカバー範囲と視野における
不均一が継続していることを指摘した（Parliament of Australia, 1990; 
ANAO, 1991a）。どちらの報告書も、各省が評価を計画し、実施するよう奨
励することに関し、予算省がより活発なアプローチを取ることを主張した。
予算省は、評価に関する助言、支援、研修及び奨励を、他の各省にも予算
省の省内自体にも提供する権限を有する独立した部門を設置した。この部
門は、支援の提供能力を有する９人の評価者を擁し、評価のための焦点と
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触媒として、オーストラリア連邦公務において活動した。この部門は、評
価手法に関する詳細な助言とハンドブックを作成し、評価入門研修を実施
し、評価のベスト・プラクティスを特定し、共有し、連邦公務内部の評価
者の共同体の編成を促した。
　オーストラリア連邦政府のM&Eシステムは、主として評価を強調した。
そこでは、評価は、政府プログラムの効率性と有効性に関する、必要な、
掘り下げた、信頼性の高い情報を提供するものとみなされていた。
2.3. 他の政府モニタリング、評価及びレビュー活動
　他の評価及びレビュー活動は、評価戦略より前に起こった。１つの例が
会計検査院の業績監査である。1990年代の半ばまでには、会計検査院は、
毎年、35件の業績監査を実施するようになっていた。以下で議論するよう
に、これらの監査の中には、個別の省の評価活動に焦点を当てたものも、
政府全体の評価戦略に焦点を当てたものもある。会計検査院による評価に
対する強力な支持は、今日まで続いていて、評価に対する更なる正当化を
強調し、提供する支援となった。評価に関連する、別の一連の活動は、様々
な政府の研究機関によって実施された。運輸経済局、産業経済局、産業委
員会などである。これらの機関の作業には、ミクロ経済学上の諸問題の研
究と、政策分析といくつかの評価が含まれていた。
　すでに述べたように、政府の評価戦略の制約の１つは、経営情報システ
ムや業績指標などのツールによる業績情報の定期的な収集、報告及び活用
に十分な注意を向けなかったことであった（Mackay, 1998）。しかし、評価
調査結果が業績指標の改善と達成目標の設定につながることが望まれてい
た。1990年代の半ばまでに、予算省は、各省が、自省のプログラムに関し
明確で達成可能な目的を明記し、定期的に意味のある業績情報を収集し、
報告することについて、各省の進歩が貧弱であることを憂慮していた。こ
のような憂慮は、予算省が各省の年次報告と各省の予算文書に関して委託
した２つのレビューで確認された。この状況は、いくらか逆説的に見える
かもしれない。評価が相対的に高度なテクニックを伴うのに、その頃まで
には、一般に、上手に評価を実施していて、一方、プログラム目的の設定
と通常の業績情報の収集が、しばしば、概念的にはより簡単であるのに、
不十分にしか行われていなかったからである。１つの説明は、評価は義務
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付けられていたが、業績情報の収集はそうではなかったからということが
考えられる。
　したがって、1995年に、予算省は、すべての省のすべてのプログラムの
プログラム目的と業績情報の、３年を期間とし、更新される、包括的レ
ビューのシリーズに対する内閣の合意を確保した（DoF, 1996 など参照）。
これらのレビューは、予算省と各事業実施省によって共同で行われ、その
結果は、各事業実施省自身の大臣と、内閣全体に報告された。レビューは、
1997年以後、業績情報にはるかに大きい焦点が当てられる基礎を築いた（下
記第３章で議論する）。
　業績情報にも並行して焦点を当てることは、連邦、州、特別地域各政府
によるサービス提供に関する年次報告書の公表によって達成された。すで
に述べたように、州と特別地域レベルで、多くの政府サービスが提供され
ている。1993年に、これらについての報告書を作成するという決定がなさ
れ、最初の報告書が1995年に公表された（SCRCSSP, 1995）。この700ページ
の報告書は、年間支出380億豪ドル、GDPの約９％をカバーしていた。この
報告書は、以下のような、様々な政府サービスの業績情報を提供した。す
なわち、公立病院、学校と職業訓練、公営住宅、警察、司法行政及び刑務
所である。これらの報告書の目的は、政府サービスに対する業績と説明責
任の透明性を高めることであった。さらに、報告書が、異なる部門間での
比較─「ヤードスティック競争」と称される─を行うことによって、業績
向上を支援し、拍車をかけるとともに、ベスト・プラクティスを特定する
支援を行うことが期待されていた。これらの報告書とその活用については、
下記第４章でさらに議論する。
2.4. 評価戦略はどの程度成功したか
2.4.1. 評価の計画立案
　1987-88会計年度以後、政府のすべての省が年次ポートフォリオ評価計画
を作成しており、これらの計画には、当該省及びこれに附属する行政機関
の主要な評価を含むこととされていた。1990年代の半ばまでに、このよう
な評価が常時約160件進行中であった。対象プログラムには、政策上又は支
出上、大きな意味があったので、これらの評価の多くのものが重要であっ
た。しかし、これらの評価のごく少数のもの、特に比較的小規模な省のも
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のが、重要ではないプログラムにしか関係しないものであるか、又は、大
規模なプログラムの効率性の側面にしか関係しないものであった。事業実
施省自体が、どのプログラムがポートフォリオ評価計画に含まれるべきで
あるか、そして評価の実施計画がどの課題をカバーするかも決めていた。
しかし、通常、予算省は、直接、それらの省に提案をすることによって、
当該省の評価の優先順位付けに影響を及ぼすのに尽力しようとしていた。
これらの提案をする際に、予算省は、内閣の情報ニーズの予期と、情報ニー
ズを作り出すことの両方をしようとしていた。予算省が各省を説得するの
が難しい場合には、予算省は、提案された評価トピック、そして詳細な付
託事項についても、内閣の承認を求めるために、内閣に直接アプローチす
ることもあった。
　ポートフォリオ評価計画を作成し、予算省に提出しなければならないと
いう、評価戦略の下で内閣に承認された公式の義務は、事業実施省に、計
画を準備し、それらの計画を真剣に取り扱う強いインセンティブを提供し
た。もう１つの影響力があった要因は、予算省が、これらの計画の望まし
い内容に関する事業実施省のための公式ガイドラインを発行していたこと
であった。さらに、当該計画に対するニーズについての、各省への事後の
監視と督促も行っていた。予算省の評価部門は、これらの評価計画の内容
とカバレッジの内部レビューを行い、各省にフィードバックと後押しを提
供し、さらに、グッド・プラクティスの事例の特定を行っていた。予算省
事務次官は、事業実施省に対し、その評価活動を改善するように非公式に
圧力をかけるために、この情報を使用した。予算省は、現下の評価上の課
題について議論するために、評価コミュニティの月次会合を伴う「キャン
ベラ評価フォーラム」の設立を支援した。この会合は、各省と、その他の
利害関係者から成る運営グループによって組織されていた。このフォーラ
ムは、現在もなお存在しており、その会合に多数の聴衆を引き付けている。
　多くの業績監査と、プログラム評価と業績情報に関する２つの「ベター・
プラクティス」ガイドにおいて、会計検査院は、各省に対し、システマ
ティックに自省の評価活動の計画を立案する重要性について、繰り返し注
意 喚 起 し た（ANAO, 1991a, 1991b, 1992a, 1992b, 1992c, 1993, 1996, 1997; 
ANAO/DoF, 1996）。
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2.4.2. 評価の実施
　すべてのプログラムを３～５年ごとに評価しなければならないという公
式の義務は、評価が例外ではなく、むしろ標準であるという期待を醸成す
ることに影響を与えた。プログラムを定期的に、包括的にカバーするとい
う概念は、評価に対する計画的・段階的なアプローチも奨励した。しかし、
この公式の義務を額面通りに受け取るべきでない。単一の評価にプログラ
ムのあらゆる側面が含まれているような事例はめったにない。代わりに、
評価は、通常、あるプログラム、又はそのプログラムのサブ・プログラム
の特定の諸側面のみに焦点を合わせる。課題は、評価がプログラムの主要
な目的又は課題事項に取り組むことを確保することであり、これは予算省
が評価の付託事項に関する説得を通して、そして個々の評価における直接
の関与を通じて果たした役割である4）。予算省は、評価方法を、当該評価が
取り組もうとする具体的な質問に合ったものにする方法に関するガイドラ
インを提供した（DoF, 1994a）。これらの質問は、評価されるプログラムの
規模、重要性、プログラムの成熟度、及び評価を行うために利用可能な資
金に依存するだろう。
　評価は、事業実施省によってマネジメントされ、実施（又は外部委託）
されていた。実施された評価の厳密さ、深さ及びタイプは、その費用とと
もに、かなりの差があった。スペクトラムの一方の端では、評価は、プロ
グラム業績の迅速なレビューから成り立っていた。そこでは、あらゆる利
用可能な証拠を使用し、プログラムの効率性、有効性又は妥当性などの特
定の問題を調査していた。スペクトラムの逆の端では、詳細なデータセッ
トと複雑な統計的手法を使用する厳密なインパクト調査が行われていた。
評価には、特に、費用便益分析と業績監査も含まれていた。これらの評価
のすべてが、公式の計画立案、付託事項及び報告の義務に服していた。そ
れぞれの異なったタイプの評価の実施件数に関する利用可能な統計は存在
しない。しかし、過半数は、比較的迅速に行われたレビューに関するもの
であったと言っても、おそらく公正であろう。もちろん、主要なプログラ
ムの評価は、しばしば、様々な評価ツール、方法及びアプローチに関係する
大規模な取組であったであろう。予算省が分析対象とした評価の標本は、費
用が56,000豪ドルから560,000豪ドルまでの範囲のものであった（DoF, 1993）5）。
　多くの省が、自省の公式の評価の計画立案を調整するために、評価部門
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を設立することを選んだ。それらのうち、最も小規模なものでは、これら
の部門は、何らかの助言と品質レビュー、そしておそらく何らかの研修を
提供する２、３人の職員で構成されていた。雇用・教育・訓練省などのい
くつかの省では、、評価の計画立案、評価方法に関する助言の提供、運営委
員会への参加、及び多数の主要な評価の実施、特に労働市場プログラムの
分野の評価の実施に権限を有する20～25人の職員から成る、独立した部門
─専門家の評価部門があった。
　各省による評価実施方法に関するいかなる標準的なアプローチもなかっ
た。内部・外部の幅広い利害関係者が関与した評価もあった。利害関係者
が評価の運営委員会へ参加する場合もあったし、それに比べれば一般的で
はなかったが、彼らが実際の評価チームに参加する場合もあった。評価を、
プログラム実施担当部門の参加を得て、省中枢の評価部門が行う場合も
あった。しかし、評価の実施権限がプログラム部門に置かれる方が、より
一般的であった。典型的には、より重要な評価（ポートフォリオ評価計画
に記載されたもの）に、何らかの外部の関与があったであろう。付託事項
及び提案された評価方法への提案及びコメントの提出、運営委員会への参
加、及び評価報告書案へのコメントの提出を通じての関与である。しかし、
ここでも、このような外部の関与に関するいかなる標準的なアプローチも
存在しなかった。それは、部外者に関与を行わせようとする事業実施省の
意欲、そして、関与をすべき政府中枢機関のような部外者の関心と利用可
能性によっても決まってくるものであったであろう。大きな資源上の意味
又は政策的な意味のあるプログラムにおいて、通常、予算省は、関与する
ことを強く望んでおり、参加を確保するために、自省が加えることができ
るあらゆる圧力をも加えたであろう。
　会計検査院のサーベイ結果によれば、期間1995年から97年までの間に行
われた評価のうち、約半分が外部顧客への製品・サービス提供を調査し、
残りのうち30％は、省の内部事項に関するものであることが分かった。評
価の３分の１が、新規又は既存のプログラムの妥当性を調査し、15％は政
権へ政策的助言の開発に向けられたものであった（ANAO, 1997）。
　いかなる時点においても多数の評価が進行中であったこと、そして、
1993年から1997年までの間に530 を超える評価報告書が発表されたという
事実は、オーストラリア政府における大規模な評価活動の存在を証明して
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いる。その結果は、評価による発見の、大規模で、急速に成長している「ラ
イブラリ」であった。予算省は、発行された評価報告書の登録簿も発行した。
このことは、これらの報告書を一般国民に利用可能とすることによって、
これらの報告書をピア（同輩）による精査にさらすこととなったため、何
らかの品質保証を提供していた。会計検査院のサーベイによれば、1995年
から96年までに実施された評価のうち75％が、一般国民に公表されたか、
請求によって利用可能であった。
2.4.3. 評価の品質
　評価報告書の品質は、測定するのが極めて難しい側面である。プログラ
ム評価の厳密性は、評価者の専門的技能と客観性に依存する。会計検査院
は、1997年の評価報告書の標本の品質を評価し、その３分の１超に、何ら
かの種類の方法論上の弱点があったことを発見した。これらの弱点は、以
下のとおりである。付託事項を厳守していない。不適切な方法を使用して
いる。データと結論が結びついていない。勧告に根拠がない。確かに、公
表された評価の中には品質が低いものがあった事例もあり、これらの中に
は、利己的な目的、例えば、プログラムの維持又は拡大の正当理由を提供
するために生産されたのではないかというという疑いもある。
　予算省の見解は、評価の品質に大きな差が生じることは予想しうるとい
うことであった。評価が意図している利用者が、内閣（その意思決定の支
援）や議会（説明責任を果たす目的）であるならば、この差は大きな問題
となるであろう。そのような状況では、予算省は、自ら、ある評価の信頼
性が低いと内閣に確実に知らせようとするであろう。典型的には、事業実
施省は、そのような批評を避けることに全力を尽くそうとするであろう。
そのような批評は、事実上、必ずや内閣の怒りと非難を呼ぶからである。
　会計検査院は、各省が当該省の内部の事業実施部門によって実施された
評価の品質保証を達成するための、省中枢による監視手続を確立するべき
であると一貫して主張していた。このことが、評価のための利用可能で必
要な技術と専門的技能を作り、評価品質を確保する効果的な手段であると
いう証拠が、このアプローチに従ったごく少数の省に、確かにある。しかし、
多くの省が、実際の評価実施のために、プログラム・マネジャーとその職
員に依存することを選択した。この権限移譲型のアプローチは、評価がプ
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ログラムに関する職員の専門的技能を引き出すこと、そして、評価からの
発見に対する高水準の「オーナーシップ」が存在することを確保する支援
となった。これらの要素は、いずれも、外部評価で達成することが容易で
はないであろう。予算省の哲学は、主要な評価の運営委員会への自省の関
与を通じて、十分な客観性と厳密性の達成を確保しつつ、自己評価の便益
を達成しようとしたことであった。
　この権限移譲型アプローチには、多くのプログラム分野における評価技
術の欠如と、評価のアウトソーシングに関する経験の欠如などの欠点が
あった。この技術の欠如が、いくつかの評価の品質の低下の主な原因であっ
た可能性は極めて高い。評価技術の基礎訓練（特に予算省によって提供さ
れたもの）がオーストラリア政府で広く利用可能であり、予算省と各省が
評価ハンドブックなどのガイダンス素材を作成した（例として、DoF, 1991, 
1994a, 1996）。評価コンサルタントのかなり大規模なコミュニティがキャン
ベラにあり、個別分野（保健問題など）の知識、又は専門的な調査・分析
技能を有する多数の研究者が所属していた。それにもかかわらず、1997年
の会計検査院による研究では、各省の20％が、高度な評価テクニックに関
する利用可能な研修の欠如を懸念していることが明らかになり、このこと
が、オーストラリアの評価システムの弱点であった。
　上述のとおり、方法論に関する助言を提供し、評価の運営委員会に参加
する省中枢の評価部門を設立することにより、より高度な技術と経験に対
するニーズに対処した。当時の保健省は、様々な方法で、権限移譲された
環境における評価の品質保証を追求した。例えば、評価のマネジメントを
担当する質の高い職員の選抜、内部及び外部の利害関係者の関与、コンサ
ルタントの作業の評価を支援するための技術的助言を行うパネルの利用の
確保、コンサルタントをマネジメントすることへの支援のための運営委員
会の設置、評価のために利用可能な十分な資源の確保などである。同省は、
いくつかの他の省と同様に、職員の分析・調査技術を強化するために、職
員の研修に多くの努力を注いだ。
2.4.4. 評価の活用
　最終かつ最大の課題は、評価結果が実際に活用される程度である。その
活用がばらばらであったり不十分であるなら、評価を実施する意味はほと
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んどない。大臣又は内閣の意思決定に評価が与えるインパクトの現実の限
界を想定することが重要である。バンクスは、このことについて上手く説
明している。
典型的には、政策決定は、客観的証拠や合理的な分析をはるかに超越し
たものによって影響されるであろう。価値、利益、個性─要するに民主
主義─が、実際に起こっていることについて決定を行うのである。
しかし、それにもかかわらず、証拠と分析は、政策決定者の判断に情報
を提供する際に、有用な、むしろ決定的でさえありうる、役割を果たし
うる。重要なことは、証拠と分析は、そのような判断がなされねばなら
ない政治的環境に対する条件ともなりうる。
証拠がなければ、政策決定者は、直観、イデオロギー、常識、又はせい
ぜい理論のみに依拠せざるを得ない（Banks, 2009a, p. 3）6）。
　評価が予算プロセスで集中して使用されていたという明らかな証拠がある。
それらの評価は、政策選択の開発と、内閣がそれらの評価を審議することに
多大な貢献をした。予算省は、事業実施省の大臣によって開始され、当該省
の職員によって作成され、内閣で審議するために提出された予算提案に対し、
評価からの発見が与えた影響の程度についてのサーベイ調査を複数回行った
（例として、DoF, 1994b）。サーベイ調査への回答者は、典型的には、予算問
題に関するすべての閣議に出席した予算省職員であり、事業実施省の大臣の
予算提案と、内閣の最終決定に、評価がどの程度影響しているかに関する彼
らの見解が求められた。これらの提案についても、そして、彼らが引用する
評価又はレビューについても、予算省職員がよく知っているということが、
評価の影響の程度について、インサイダーの視点をサーベイ調査に与えた。
　1990-91会計年度予算において、事業実施省の大臣から提出された約
２億３千万豪ドルの新規政策提案が、評価の調査結果に直接・間接的に影
響を受けたと判断された。1994-95会計年度（推計が利用可能であった最後
の１年）で、評価が関係した予算額は23億豪ドルに上った7）。通貨単位で測
定すると、評価の影響を受けた新規政策提案の割合は、この期間に23％か
ら77％まで上昇した。そして、これらの提案の多くについて、予算省職員は、
評価の影響が直接的で大きいと判断した。これらの結果は、公務員（彼らの
　（　　）　50巻１号　（2015. ７）127
（　　）18 オーストラリア連邦政府の業績枠組み
新しい政策提案の詳細の作成の際）及び大臣が、評価からの発見を利用可能
にすることに見出した意義の大きさを示している。大臣は、しばしば、閣議
での議論において評価からの発見を利用可能にすることが、自らにとって価
値が高いという見解を表明していた。全体として、各ポートフォリオが高品
質の評価を計画し、実施することを奨励する際に、主要な閣内大臣の積極的
な支援があったということが重要であった。この支援は、特定のプログラム
又は課題の評価を求めた多くの閣議決定にも反映されていた。
　評価が、予算プロセスにおける内閣の審議のために、予算省によって、
又はポートフォリオによって提出される「節約オプション」への重要な影
響を有する場合もある（節約オプションは、削減されたか、完全に廃止さ
れた政府支出分野を示す）。1994-95会計年度では、節約オプションのうち
５億豪ドル（総額の65％）が評価からの発見によって影響を受けていた。
ここでも再び、個々の節約オプションへの評価の影響は、通常、大きいと
判断された。評価からの発見に対するこの強調は、オーストラリア政府に
おける予算システムの特性によって奨励された。オーストラリアは、よく
機能する政策上の意思決定メカニズムを有していた。そこでは、競合する
政策の費用を透明化し、政府部内の利害関係者間での議論と相談を奨励し
た。この「アイディアの市場」では、評価からの発見は、それらに依拠す
る者を競争上有利にした。
　予算省職員は、1993-94会計年度と1994-95会計年度の予算において、評価
が内閣の最終決定に影響を及ぼした程度に関する自身の判断についてのサー
ベイ調査も行った─職員によって起草され、内閣に提出された提案とは区別
した調査である。証拠は複雑であるが、評価が大きな役割を果たしたことを
示している。1994-95会計年度においては、評価が、審議された提案（新し
い政策提案と節約オプション）37億４千万豪ドルの68％の閣議決定に影響を
与えたと査定された8）。しかし、1993-94会計年度予算についての、上記に対
応する割合は19％に過ぎなかった。この違いの１つの重要な理由は、1994-
95予算における、労働市場、産業、州及びアボリジニ政策に関する大規模な
改正であった。これらの改正を実施する決定の際に基礎とされた主要な政策
レビューが、当該政策レビューをガイドするのを支援するように個別に委任
された多くの評価によって、大きな影響を受けた（DoF, 1994b）。
　キャンベルは、次の通り述べている。予算省が「プログラムが実際にど
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のように機能したかに関する、内閣の神経中枢として機能した。同省は、
1980年代を通じて、公共サービス改革の先頭に立っていた。同省の代表的
なイニシアチブは、ランニング・コストの各省への権限移譲であり、かつ、
評価文化の推進であった。このことは、各省大臣が、各省がこのような裁
量的支出権限を行使するのに必要な政策効果を監視し、計測することを可
能にした」（Campbell, 2001, p. 275）。
　会計検査院長の記述は、特に注目に値する。「自分の考えでは、連邦レベ
ル政府における評価の成功は、…主に、予算プロセスへの完全な統合によ
るものであった。資源が関係するところでは、何らかの形式の評価が、ほ
とんどすべての予算要求の正当化理由を提供するために必要であった」
（Barret, 2001, Pp. 13）。そして、予算プロセスに評価を組み入れることへの
オーストラリアとカナダのアプローチの相対的な成功を比較する際に、
シックは以下のとおり述べた。
カナダは1970年代に財務委員会財務マネジメント担当局長（Comptroller 
General）を中心に、大きな［評価に関する］努力を編成した。オースト
ラリアは、カナダの努力がほとんど成果を出していなかったために、
1980年代の野心的な評価戦略を採用した。オーストラリアは、予算資源
の大きな再配分を行った。カナダは、評価を集中化し、その結果、評価
からの発見によって負の影響を受けたであろう支出省による協力が損な
われたために失敗したと考えられている。オーストラリアは、影響を受
ける各省に対し、評価の設計と活用に関し大きな裁量を与えたために成
功したと考えられている（Schick, 2002, pp. 23-24）。
　評価からの発見が、事業実施省によって、それらの省における日々の運
営と内部経営に使用されたという明らかな証拠もある。事業実施省による、
自省の内部経営目的のための評価の使用に関する詳細な統計は全くないが、
1997年に実施された会計検査院のサーベイ調査は、事業実施省による評価
の使用の水準が高いことを明らかにした。会計検査院が実施したサーベイ
調査によって、事業実施省による評価のインパクト又は活用が、運営上の
効率性の改善に関し最も大きく、次いで、資源配分上の意思決定と、顧客
の利益になるようなサービス品質改善の設計に関し大きかったことも明ら
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かになった。このような高水準での使用は、オーストラリアの評価システ
ムの強みを反映していた。評価は、本質的には、予算省、他の政府中枢省、
そして事業実施省が関係する共同努力であった。評価に対する権限は、そ
の多くは事業実施省へ移譲されたが、主要な評価の計画立案と監視におけ
る政府中枢省の関与が、評価自体とそれらからの発見の幅広いオーナー
シップを達成する支援となった。
３．第２期：1996年から2007年まで
3.1. 文脈
　1996年３月に保守連立政権が選出され、ジョン・ハワードが新たに首相
に就任した。新政権は、本質的に公共部門より効率的であると同政権がみ
なす、民間部門に対する強いイデオロギー的選好を表明した。この政権は、
連邦の公共サービスに強い不満を示し、それが規則に縛られ、繁文縟礼に
とらわれているとみなしていた。この政権は、可能である限りあらゆると
ころで、政府活動の市場化テストとアウトソーシングを強調した─政府に
よらないサービス提供を優先したのである。したがって、この政権は、公
務の規模を大きく減少させた。1996年の143,000人から1999年の113,000人へ、
20％以上の減少であった。
3.2. 公共部門マネジメントにおける変化
　この政権は、その地位にあった11年間に、以下で議論するような公共部
門マネジメントへの多くの大きな変化を実施した。これらの変化は、総合
的に、完全に新しい業績枠組みをもたらした。表１は、本稿で分析された
他の２期とこの時代の枠組みとの比較を提供している。この枠組みは諸原
則、期待及び公式の義務のミックスを具体化した。全体として、公式の義
務の数及び性質は、前政権よりもかなり簡素化された（Russell, 2003）。
3.2.1. 各省の事務次官と公務員集団の役割
　各省の事務次官は、伝統的に、非政治的なプロフェッショナリズムと党
派不偏性を示すことを期待される職業公務員であった。しかし、新政権は、
事務次官（及び公務員集団全体）が、自政権の政治上の優先事項に著しく
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敏感であることを期待し、彼らが、政権の政策決定や政権が選好する選択
肢について過度に詳しく質問しないことを期待した（Podger, 2005, Kelly, 
2006, pp. 12-13 において引用；Podger, 2007）。2001年までには、政府は、６
省の事務次官を交代させ、全省の事務次官を３年任期の契約とした。
　民間部門のパラダイムを反映し、各省の事務次官は、官僚的プロセスに
関して説明責任を負うのではなく、結果に関して説明責任を負う最高経営
責任者（chief executive ofﬁcer: CEO）になった。過度の行政上のコントロー
ルで最高経営責任者の行動を制約することは望ましくないと考えられてい
た。1999年に、各省の事務次官に業績給が導入された。彼らとその大臣の
間には、業績契約が締結された9）。
表１　オーストラリアの業績枠組み: 主要な側面
1987年-96年 1996年-2007年 2007年-11年
オーストラリア公 
務（A u s t r a l i a n 
Publ ic  Ser v ice : 
APS）
一体性のある公務：政府中枢で
定められた規則・基準、例えば
給与、職務分類、勤務条件。
人員削減され、分断された公
務；個人雇用契約；ビジネスコ
ンサルタントの重用；通常、３
年任期の契約で雇用される各省
の事務次官。
公務を刷新するための努力、例
えば政策技術；いくつかの機能
を再集中化する動き、例えば、
調達、給与等級など。
公共部門マネジメ
ントの根底をなす
哲学
省への大幅な権限移譲；政府中
枢による義務、例えば、評価、
「マネジャーにマネジメントを
強制的にさせる」（make the 
managers manage）。
非常に高水準の権限移譲；「マ
ネジャーにマネジメントを自
由にさせる」（let the managers 
manage）；繁文縟礼の削減；民
間部門へのはるかに大きい依存。
奨励を強く強調する、ある程度
の再集権化；「マネジャーにマ
ネジメントを自由にさせる」；
繁文縟礼の更なる削減。
政策サイクル 公式化、規律化；公務による分
析への強い依存；予算編成プロ
セスの中心での支出レビュー
委 員 会（Expenditure Review 
Committee: ERC）。
はるかに弱い規律化；公務外の
政策助言への依存の拡大；多く
の政策／支出に関する決定が首
相内閣省で決められる；ERCが
相対的に弱い。
意思決定は、最初は、４人の主
要大臣が掌握している；現在、
予算編成／ ERCプロセスへの
依存が拡大；オーストラリア公
務の技術力が強化される予定。
予算省の役割 強力で、尊敬されて、高水準の
政策技術を有する；新規政策提
案の詮議に深く関与する─「挑
戦」機能；予算推計の権限を有
する；評価に深く関与する。
厳しく人員削減された；予算推
計における役割の縮小と低い財
務マネジメント技術（2002年よ
り前）；低い政策技術；評価と
はほとんど、又は全く関係しな
い；アウトカムとアウトプット
枠組みの受け身の監視；予算省
による戦略レビューのマネジメ
ント（2006年以後）。
職員数の増加；財務マネジメン
ト技術の再度の洗練；規制と繁
文縟礼を削減する役割；戦略レ
ビュー、及び再度活性化させら
れた評価アプローチの見込み。
評価 公式の戦略と義務（1987年以
後）；予算省による強制；政策
助言における、及びERCによる
重用；事業実施省による評価の
活用。
評価は規制緩和された；省／政
府機関の中で、ほんのいくつか
残された評価の「島」；少ない
件数の戦略レビュー（2006年以
後）；予算編成プロセスにおけ
る評価の系統的な使用がない。
2007年以後のレビューの突風；
戦略レビューの継続；予算編成
プロセスにおける評価の系統的
な使用がなく、主要な投資決定
は評価の便益を用いることなし
に行われた；政府機関のレビュ
ーは今後行われる予定；近い将
来の評価の再活性化がありうる。
業績情報
（P e r f o r m a n c e 
Information: PI）、
プログラムの目
的、説明責任
プログラム予算編成（1986年か
ら）；通常、評価は公表された；
業績指標に対する注目は、PI、
プログラムの目的のレビューを
経て、遅れて始まった（1994年
以後）；サービス提供業績の連
邦／州政府による報告（1995年
以後）；公式の報告義務（年次報
告、ポートフォリオ予算文書）。
プログラム予算編成の廃止
（1999年以後）；業績指標に基づ
く、公式の報告のための新たな
アウトカムとアウトプット枠組
み（1999）；原則ベースで、予算
省による品質管理がない；発生
主義会計（1999）；評価はめった
に公表されない；サービス提供
業績の連邦／州政府による報告。
業績指標に基づき、現在はプロ
グラム予算編成も含む「アウ
トカムとプログラム報告枠組
み」；評価はめったに公表され
ない；サービス提供業績の連邦
／州政府による報告；国民サー
ベイが計画されている。
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　省庁は、現状より、はるかにビジネスに近いやり方で運営されることを
期待されていた（Hawke, 2007）。各省のサービスとアウトプット、そして、
特に、これらによって生み出されると期待されたアウトカムは、事実上、
政府によって年度予算で購入されるものとみなされた。このアウトカム・
ベースの購入者－提供者モデルの知的な基礎は、ニュージーランドの公共
部門改革にあった10）。1999年に発生主義予算編成を導入し、当時の政権は
それを「[発生主義会計は]現時点での現金支出のみならず、すべてのプロ
グラムのフル・コストを示しており、したがって、政府プログラムに価格
を付け、それらを代替的な民間部門の提供と比較することを容易にするた
め、政府における新たな『ビジネスライク』な時代の幕開けとなる」とみ
なした。
　このやり方を促進するため、各省の事務次官は人的資源に関する決定に
関し、かなり大きな自律性を与えられた。これには、自省の公務員給与が
含まれる。このことは、公務員集団が、相対的に、集中度及び統一度が低く、
細分化されることにつながった。当時の政権は、政策助言を代替的なソー
スに強く依存することを選んだ。特に、研究者とは区別されたビジネス・
コンサルタントに依存した。これらのコンサルティング会社は、政策イン
プットを提供するのみならず、詳細な政策を用意することさえ依頼された
（Banks, 2009a）。したがって、ハワード政権の最後の年である2007年にコン
サルタントに支払われた総費用は、４億8400万豪ドル、すなわち、約2,700
人の職員を擁する政府の上級幹部公務員全体の給与総額とほぼ同額であっ
た。
　これらの変化は、本質的には「マネジャーにマネジメントを自由にさせ
る」という哲学が意味するものの反映であった。これは、1980年代前半に
採用されたものに類似していた。
3.2.2. 政策サイクルと予算省の役割
　1996年のハワード政権の選出は、政策助言と政策論争に、より大きな参
入可能性が生まれる環境につながった。政府は、ビジネス・コンサルタン
ト、シンクタンク及び研究者を含む政策助言と政策作成のソースを多角化
させた。実際に、政府は、公共部門外からの助言に対するイデオロギー的
選好を示した。同時に、ますます多くの政策決定と予算決定は、首相内閣
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省で行われ、政策プロセスに対する依存度は低下した。ある著名な解説者
は、次のように論じている。
ハワードは、多くの首相同様、自分のねらいとするところを実現するよ
うな調査と助言を望んでいる。例えば、［彼のお気に入りの政策選択が］
効果がないと示唆する調査結果が出ても、彼は立場を変えないであろう。
…このような高度に政治的な環境において、リスクは、政策が証拠を基
礎とする研究からより遠くへ乖離するということである（Kelly, 2006, pp. 
14-15）11）。
　この期間のほとんどすべてを通じて、オーストラリアはかなりの財政黒
字を享受しており、これは、実質的には、継続的に強力な経済によるもの
であった。このため、財政規律維持の必要性はかなり減少し、その結果、
政府は、しばしば、予算編成プロセスのまさに終了時に、予算支出の大部
分を決定した（Blöndal et al., 2008）。これらの決定は、正式な予算編成プロ
セス（すなわち、政策プロセス）の外で行われ、「支出をコントロールする
ことは以前より難しくなった」（Blöndal et al., 2008, p. 161）。財政規律の欠
如は、政府プログラムの業績に関する監視情報と評価からの発見が、実質
的には無意味になったことを意味した。その結果、1998-99会計年度以後の
巨額の財政黒字が、政府による業績志向の主要な推進力を消滅させてし
まったと論じうる。
　予算省は、この変化した環境における早期の犠牲者であり、1990年代後
半と2000年代前半に「外傷」を負う期間を経験していた（Blöndal et al., 
2008）。政権は、1997年に、予算省の事務次官にピーター・ボクソールを任
命した。彼は、アウトカムとアウトプット枠組み（The Outcomes and 
Outputs Framework）の中心的な提案者であった（以下で詳細に論ずる）。
彼は、予算省の焦点を、より完全に、発生主義予算編成と政府活動の外部
委託に合わせるために、評価と公共部門マネジメント改革に関する事項に
ついての助言を与える権限を有する予算省内の部門を解散した。新たな
リーダーシップの下で、予算省は、各省自身が、将来推計を含む自省の予
算推計と、アウトカムとアウトプット枠組みの下での自省の業績報告を行
う主たる権限を行使することを望んだ（Wanna and Bartos, 2003）。
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当時の予算省は、各省が更に大きな権限を有することを望み、その結果、
自省の役割を、最も広い概観を行うことしか必要としない、投資銀行類
似のものとみなした…。予算分析部門の数（支出省に対応するもの）は、
13部門から４部門に削減され、政府中枢に真空を生み出した。同省は、
支出政策に関する組織的知識の多くを失った。例えば、同省が支出省庁
に対する効果的な予算「挑戦」機能を行使することが難しくなった
（Blöndal et al., 2008, p. 143）。
　キャンベル（Campbell, 2001）は、閣議の不定期化と、不十分な閣議の準
備の結果、政策立案プロセスの弱体化がこの期間の初期に始まり、予算省
がもはや政府プログラムの業績に関する内閣の「神経中枢」として機能して
いなかったという証拠を提供している。この証拠は、キャンベルが1990年代
後半に実施した上級幹部公務員の多数のインタビューに基づいている12）。こ
の証拠に基づいて、彼は「現政権の、労働党政権ほど集合的・集団的には
運営しない傾向、幹部の職業公務員を信頼せず、意思決定から彼らを除外
する傾向、そして、アウトカムへの注意を犠牲にしてアウトプット─しば
しばインプットでさえある─に焦点を合わせているように見える［予算省
の］予算編成技術を導入する傾向」により、政策プロセスが損なわれたと
結論付けた（Campbell, 2001, pp. 278-279）。
　この状況は、普通は外交的な対応をするOECDが、以下のような結論を
下すことにつながった。
オーストラリアでは、公務の規制緩和と、政府中枢機関が「腕一本の距
離」の姿勢を取ることによって、マネジメント上の自由を可能にしたが、
現在は、これらのことが、予算省から、適切に予算大臣に助言するため
に必要となる情報を奪ったものと考えられている（OECD, 2002, p. 5）。
　政府の予算編成プロセスとそれに関連する政策立案プロセスにおける予
算省の主導的役割に鑑みると、この批評は根本をとらえている。
　2002年前半に、予算省事務次官はピーター・ボクソールからイアン・
ワットに交代した。同時に、多くの予算担当幹部職員も交代した。ハワー
ド時代の様々な公共部門マネジメントの変化のレビューが同年後半に実施
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され、、政府機関の財務業績、キャッシュ・フロー、財務マネジメントの遵
守を監視するために必要な財務技術、及び支出を推計する能力を有する予
算省の職員を増員することが決定された（Hawke, 2007）。これらの機能は、
通常、予算省にとって最も基本的な機能であり、これらの機能さえ、ハワー
ド政権の初期の数年間には格下げされていたということの強烈な観察であ
る。
　予算編成部門の職員数は、1996年より前とほぼ同水準まで引き上げられ
た。しかし、その焦点は、伝えられるところでは、政策の分析及び助言より、
むしろ、財務問題にはるかに強く向けられている。はるかに大きい注意が
政府の結果に対して払われるように意図された時代において13）、政府中枢
の予算部局が、その焦点を、政府の結果と業績を著しく強調することから、
代わりに、財務的なインプットに移したということは、何か皮肉である。
この移行は、予算省の役割の、はるかに古風な概念化を示している。
　より幅広い公務における政策能力も、この期間に著しく低下した。この
結果、公務委員長は、2005年に、彼女の懸念を以下のように述べることと
なった。「現下のところ、私は、健全な調査、評価及び分析の能力の低下が
公務内のいくつかの分野に生じたことを懸念している」（Briggs, 2005, p. 
10）。彼女は、多くの上級公務員がこれらの懸念を共有していることも指摘
した。
　同様に、生産性委員長（オーストラリアの生産性と生活水準に関する事
項を含む、ミクロ経済改革に関する政府の首席助言者）は、1996年から現
在まで、継続的な資金削減が、量的方法その他の分析ツールに関する技術
を有する公務員数の大幅な減少をもたらしたことを繰り返し指摘してきた。
彼は、そのような技術を、まさに証拠に基づく政策決定に必要とされるタ
イプの技術として特定していた（Banks, 2009a）。
3.2.3. 評価戦略の廃止
　1987年の評価戦略の創設に対し、かなり大きな反対が、事業実施省の事
務次官の側であった。これは、主として、彼らが評価戦略を自省の所管分
野への侵入とみなしたためである。しかし、この戦略がいったん確立され
ると、その後10年間、これに対する反対の表明はほとんどなかった。政権
交代の後、このすべてが変わった。1996年のハワード政権の発足とともに、
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「繁文縟礼」の減少への政府の推進と一致する形で、事業実施省は、予算省
による監視と、予算省への報告が減少するように圧力をかけた。事業実施
省は、評価を計画し、実施する彼らの負担を強調する機会も利用した。個
別の関心事項の１つは、ポートフォリオ評価計画の作成義務であった。こ
れらの計画の中には、推奨されていた20～30ページの長さから、120ページ
まで規模が大きくなっているものもあった。これにともなって、計画作成
に必要な行政上の業務量も増加していた。官僚制内部で次のような合意が
出来つつあった。プログラム・マネジャーと内閣による意思決定を支援す
るために利用可能な評価からの発見を有することは重要である一方で、詳
細で、上品に表現された計画は、その目的を達成するのに必要ではないと
いうものである。
　これらの議論は、直ちに、新たな政権の中に敏感な聴衆を見つけ、新政
権は、その結果、1997年に評価戦略を廃止することを決定した。廃止され
た評価戦略には、以下の４つの公式の義務が含まれていた。
◦全プログラムを３-５年ごとに評価しなければならない。
◦各ポートフォリオは、年次ポートフォリオ評価計画を策定しなければな
らない。
◦新規政策提案には、それらがどのように評価されるかを示さなければな
らない。
◦評価報告書は、原則として公表されなければならない。
　現在の予算省の事務次官は、最近、評価戦略を廃止するという決定が、
全当事者にとっては負担が多すぎて、かつ、過度に資源集約的であり、評
価を実施するための適切な技術の獲得に問題があるという見方を反映して
いたと主張した（Tune, 2010）。
　公式の戦略の廃止に加え、予算省─予算・行政省と名称変更された─が
事業実施省に提供していた評価の支援も実質的に打ち切られた。予算省は、
なお、事業実施省が重要政策とプログラムの評価を行うことを奨励してい
て、それらが５年のサイクルで実施されるべきであるという勧告をしてい
た。しかし、もはや、これに関するいかなる公式の義務も存在しなかった。
この原則ベースのアプローチは、何らかの評価を行うか否か関する決定を、
各省の事務次官に委ねた。
　議会に提出される年次報告書では、前年に実施されたあらゆる評価の示
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唆するものを報告することになっていた。しかし、会計検査院の報告書は、
各省の年次報告書が、しばしば、評価又はその発見を報告していないと結
論づけた（ANAO, 2003）14）。ポートフォリオ予算文書（portfolio budget 
statement: PBS）も、次年度に計画されているあらゆる評価を掲載すること
とされていた。さらに、新たな政策提案は、評価による証拠を、もしそれ
らが存在するならば、報告することを義務付けられていた。しかし、すべ
ての新しい政策提案に、当該提案が承認された場合の評価計画が含まれて
いなければならないという義務付けは存在しなかった。代わりに、提案し
ている大臣が、提案に対する「ビジネス・ケース」と、結果の監視のため
の戦略を提示することが期待された。この用語法は、ハワード政権のビジ
ネス指向の考え方を示唆している。
　「終了プログラム」（終了日の規定のあるプログラム）と「失効プログラム」
（継続されることが期待されているが、財源は改めて承認されなければなら
ないもの）をレビューし、内閣の支出レビュー委員会にその発見を報告し
なければならないという新たな義務が設けられた（McPhee, 2008）15）。これ
らのレビューでは、政府があるプログラムに関与し続けるべきか否か、そ
して、どのように関与し続けるかを尋ねることに焦点が合わせられた。し
かし、OECDのレビュアー・チームは、これらのレビューが「レビュー件
数の多さ─2004／05会計年度予算と2006／07会計年度予算の間には、149
の失効レビューが実施された─にもかかわらず、プログラムへの何らかの
大きな変化をほとんどもたらさない、機械的で効果のない活動になった」
という結論を下した（Blöndal et al., 2008, p. 151）。この義務は、現在、すで
に撤廃されている。
　予算省は、業績情報と評価のこの新しい枠組みを、権限移譲されたアプ
ローチとして解釈した（Russell, 2003）。会計検査院長は、これらの改革を、
評価の規制緩和として特徴付けた（Barrett, 2001）。
　その結果、ある元公務委員長で、ある省の元事務次官は、この状況を次
のとおり要約した。
ホーク／キーティング政権の強みの１つは、プログラムの業績情報と評
価の、よりシステマティックな統合であった。政策提案を支持するよう
な、調査と評価に基づく証拠を特定し、新規政策が事後に評価される方
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法を規定するため、内閣にこれらを提出することが義務付けられていた。
提出物の量を削減しようとする近視眼的な試みの中で、この義務は1990
年代後半に削除され、評価は、もはや、強制された義務ではなくなった。
「証拠に基づく」政策助言に貢献する業績報告が継続している一方で、内
部の能力とシステマティックな評価の損失、そして、選ばれた外部のコ
ンサルタントへの依存の拡大が、各省が高品質の政策助言を行う能力に
影響を与えてきている（Podger, 2009, pp. 79-80）。
　ハワード政権期（1996-2007年）の終わりに向けて、別の予算省事務次官
イアン・ワットは、2006年10月に「戦略レビュー枠組み」を創設する閣議
の合意を確保することができた。現在まで続いているこれらのレビューの
目的は、限定された数の政府の取組の、効率性、有効性及び政策の目的へ
の一致度を査定することである（DoF, 2007）。しかし、これらのレビューは、
実現可能な節約を特定することは意図していない。レビューのトピックは、
予算省と他の政府中枢の機関からの助言に基づいて、閣内委員会によって
選ばれている。トピックは、19 の、典型的には大規模で、優先度が高く、
複雑で、省庁横断的な性質のものである。例えば、オーストラリア政府の
62 の気候変動プログラムの戦略レビューなどである（Wilkins, 2008）。2009
年を例に挙げると、５件の戦略レビューが実施された。
　通常、これらのレビューは、退職した上級公務員のような著名人によっ
て指揮され、様々な省から派遣された４-６人の職員によって支援されてい
る。レビュー・チームは、当該レビューのマネジメントを行うための事務
局がある予算省に位置している。
　予算省の現在の事務次官は、レビューの中には優れた品質のものがあっ
たが、省庁の関与と協力の欠如により妨げられたものもあったと考えてい
る（DoF, 2010）。
3.2.4. アウトカムとアウトプット枠組み
　ハワード政権の主要な公式の業績に関連する技術革新は、1999年に導入
されたアウトカムとアウトプット枠組みであった（コラム３）。この枠組み
は、焦点をインプットから結果に移すことを更に強化することを意図して
いた。各省がその達成に向けて業務を行っているアウトカム（政権の諸目
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的）について、自省の大臣と合意すること、そして、これらのアウトカム
を達成することを支援するために生み出される各省のアウトプット（特定
のターゲット・グループ又は社会全体へのサービス提供など）についても
合意することを各省に義務付けた（DoF, 2000; Chan et al., 2002; Russell, 
2003）。2004年までに、例えば、全体で145 の省庁に、199 のアウトカム、
そしてそのアウトカムそれぞれに１から10 のアウトプットがあった16）
（McPHee, 2005; Blöndal et al., 2008）。望ましいアウトカムを獲得するため
に、異なったタイプのアウトプットを通じて予算を割り当てる権限を最高
経営責任者に与えた。予算省は、業績マネジメントと業績報告に関するガ
イダンスを提供した。しかし、予算省は、枠組みの遵守を強制しなかった。
同省は最低限又は強制的な義務を特定しなかった（ANAO, 2007）。したがっ
て、個々のアウトカムとアウトプットの定義は、省庁の裁量に任された。
この枠組みの下における報告のフローは、図２に示されている。
図２　アウトカムとアウトプット枠組み:業績報告フロー
コラム３　アウトカムとアウトプット枠組み：目的と潜在的便益
　アウトカムとアウトプット枠組みには、３つの主要な目的があった。
これらは、従前の評価戦略の目的を反映している。
◦政府の政策開発を支援する。
◦各省の内部マネジメント（職員の学習を含む）を支援し、強化する。
◦説明責任目的のために、外部への報告を強化する。
　少なくとも文書上では、この枠組みは以下の潜在的可能性も有して
いる。
◦目的と期待される業績基準に関し、主要な利害関係者間での合意を
予算省
国民
議会 
事業実施ポート
フォリオ（省とそ
の附属行政機関） 省庁の年次報告
書及びポート
フォリオ予算文
書の公表
業績報告のガイド
ライン
アウトカム記述書
への合意
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明確化し、確保する。この共通理解は、購入者－提供者の仕組みが
うまく機能することを確保するためにも重要である。
◦各省が、自省の業務活動に内在する因果の連鎖─すなわち、その省
の支出、その省の活動、その省のアウトプット、及び望ましいアウ
トカムへのその省の貢献の、論理的な（かつ、願わくは証拠に基づ
く）リンク─をよく理解することを奨励する。
◦各省を通じた、及び官民両部門間でのベンチマーキング比較を促進
する。このことは、結果的に、政府が最小の費用の提供者を選択し、
更にその結果、効率性の利得を生むことをより容易にするだろう。
発生主義予算編成が、そのようなアプローチをかなり強く促進する
ことが期待された。
◦各省がマネジメントの複雑さによりよく対処するのを支援する。特
にいくつかの省の業務が共同で、特定のアウトカム目的の達成に影
響を及ぼす場合である。これは「接合された政府」＊の概念に関連する。
＊  ニュージーランドは、この点で、オーストラリアよりシステマティッ
クなアプローチを取っており、各省の狭い視点を超越する、多くの
戦略的結果分野が策定されている－例として、Shick, 1996参照。さ
らに、彼のニュージーランドの改革に対する批評は、発展途上国へ
のその無批判な適用に対する警告を含んでいる（Schick, 1998）。
ニュージーランドの改革の別の批評は、Campbell, 2001 に現れている。
　この枠組みは、これらのアウトカムとアウトプットの達成における、各
省の業績についての当該省による公式の報告を義務付けた。この業績報告
は、各省のアウトカムとアウトプット─その量、品質及び価格を含む─を
測定する業績指標と、各省の効率性と有効性の公表に依存していた。直接、
国民に対するサービスを提供する省庁は、議会に対する当該省庁の報告に、
サービス憲章を、実際の業績水準と共に掲載しなければならない。アウト
カムとアウトプット枠組みの下でのアウトカム文書と業績指標のいくつか
の例が表２に示されている。
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　事後報告は、実際の支出と実際の業績について議論する、各省の年次報
告書で実施されている。事前報告は、約束された業績に対し、計画された
支出を関連付けるポートフォリオ予算文書によって実施されている。両タ
イプの報告書が、議会に提示される。議会によって付与された年次予算は、
指定されたアウトカムを政権が達成可能にすることを意図している。実際
に、記載されたアウトカム目標は、支出予算の法的根拠を構成する。各省
庁は、その大臣の承認を条件として、自省庁のアウトカムとアウトプット
表２　アウトカムとアウトプット枠組み（2006-07会計年度予算）におけ
るアウトカム文書と業績指標の例
ポートフォリオ アウトカムの例 業績指標の例
通信・情報技術・芸術省 すべてのオーストラリア人の便益に資
する、安定した、効果的な通信部門と、
国際競争力のある情報経済と、情報通
信技術産業を奨励するような、サービ
スの開発と規制環境の提供。
◦情報通信技術部門の開発への同省の
貢献を分析する定性的評価。
◦高品質なプログラム執行。以下によ
り測定。
ⅰ）資金を供給された補助金と執行中
の補助金の数（と傾向）。
ⅱ）合意された時間枠の中で処理され
た申請の割合と件数。
ⅲ）目標期間内に完了した主要プロセ
スの割合と件数（プラス、可能で
あれば分析）。
家庭・ボランティア活動
・原住民関係省
家庭と子供には、選択肢と機会がある。◦プログラムのために設定された目的
を満たすと査定された、資金を供
給されたプロジェクトの割合。
◦直接、間接に支援された世帯数。
◦品質保証に十分な参加をしている、
学校時間外の保育サービスの割合。
移民・多文化関係省 人々の合法的で秩序ある入国と滞在を
通じた、オーストラリアの社会とその
経済発展への貢献。
◦入国者の入国が、移民の経済インパ
クトのモデルで測定される生活水
準に対し、プラスのインパクトを
与える程度。
◦完了した入国申請（人）数。
◦サービス水準に対する業績（処理時
間の中央値）。
運輸・地域サービス省 地域がそれ自身の将来のマネジメント
を行うことを支援する。
◦地域がそれ自身の将来のマネジメン
トを行うことを支援される。
◦オーストラリア政府のプログラムと
サービスに関する情報が、すべて
のオーストラリア人にとって利用
可能である。
◦すべての特別地域におけるオースト
ラリア政府の利益のマネジメント
が行われる。
出典：各ポートフォリオのためのポートフォリオ予算文書（2006-07会計年度予算）。
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を特定できる。1999年のこの新しい枠組みの導入に伴い、プログラム予算
編成（1986年導入）は廃止された。
3.3. 1996-2007年の業績枠組み：成功度
3.3.1. アウトカムとアウトプット枠組み
　政府の業績枠組みの中核的な部分は、公式のアウトカムとアウトプット
枠組みであった。この枠組みは、政策開発と省の内部経営を支援するため
の、そして、説明責任を果たす目的で外部に報告するための、業績情報の
収集と報告に依存していた。
　これらの目的のために業績情報に依存することの固有の限界の１つは、
業績情報が有用なプログラムと政府機関業績の概観を提供することを支援
できる一方で、これが達成されるか否かについては慎重な分析を必要とす
るということである。データの単純な報告では不十分である。典型的には、
定性的情報、特に健全な分析及び解釈でデータを補うことが必要である。
この種の分析の非常に良い例は、上記第２章で論じられた、様々な政府サー
ビスについての連邦／州／特別地域の業績比較によって提供されている。
幸い、これらの公表された比較は、ハワード政権期の間、間断なく継続し
ていた。
　もちろん、このような分析は、所管横断的な比較を行うのには有用であ
り、良い業績又は悪い業績の原因として可能性のあるものをいくつか提案
することを支援しうるものの、これらは、業績の原因を説明するような要
因の深い理解も、その決定的な説明も提供しない。したがって、業績指標が、
プログラムの因果の連鎖（インプット、プロセス、アウトプット、アウト
カム及びその最終的なインパクト）の異なった段階を測定しうる一方で、
これらの指標は、因果関係を示さない。因果関係のような事柄の理解は、
評価によってしか提供できない。したがって、業績情報と評価の間には、
補完性がある。
　２つの主な報告媒体（年次報告書とポートフォリオ予算文書）に提示さ
れた業績情報に関する特定の問題は、アウトカムとアウトプット枠組みが
導入されてすぐに明らかになった。同様の問題は、後年度においても頻繁
に強調されたが、ハワード政権（1996-2007）の間、満足に対処されること
は決してなかった。以下では、この状況における予算省の役割について簡
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潔に議論する。
　この枠組みに関する多くの問題が、会計検査院の業績監査、会計検査院
長のスピーチ、議会の調査、OECD、そして幅広い学術観察者及び上級公
務員の報告書によって特定されてきた。例として、ANAO, 2001a, 2003, 
2007; Blöndal et al., 2008; McPhee, 2005; Mulgan, 2008; Murray, 2008; 
Parliament of Australia, 2004, 2007; Podger, 2009; Thomas, 2009; 及びWebb, 
2010参照。アウトカムとアウトプット枠組みにおいて特定された問題は、
重大で根本的なものであった（コラム４）17）。
コラム４　アウトカムとアウトプット枠組み：重大な問題
◦アウトカムは、通常、特定の用語で政府の活動の望ましいインパク
トを記述しようとするのではなく、むしろ、単一の文において、非
常に幅広く、向上心を高めるような用語で定義されていた。アウト
カムが達成されたかどうかを判断するための業績情報が欠如してい
た（ANAO, 2001a, 2007; Parliament of Australia, 2007）。
◆あるメディアのコメンテータが「これまでは、『アウトカム』は、
支出のターゲット・グループ、当該資金で何の活動が実施される
予定か、そして意図される結果を明確に定義するのではなく、む
しろ、大臣の期待に沿っていることと、漠然と定義されてきた」
と指摘している（Tingle, 2009, p. 17）。
◆元公務委員長で省の元事務次官であるアンドリュー・ポッジャー
は「無意味なアウトカム文書、そして、プログラム活動と、アウ
トカムとして主張されているものの間の限られた連結しかない、
非現実的なアウトカム・アプローチに陥るのは容易である」と指
摘した（Podger, 2009, p. 81）。
◦政府のためのアウトカムが約200 あり─そして、例えば、国防省全
体でわずか３つしかない─それらは高いレベルの集約がなされてい
る。さらに、省庁間には、共有されたアウトカムが全くなかった。
省庁は、それぞれ、自省庁独自のアウトカムを有することを好んだ。
そのようなアウトカムに対しては、当該省庁のみが説明責任を有し
ていた（ANAO, 2007; AGRAGA, 2010）。
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◦多くのアウトプットとアウトカムとの間には、貧弱な論理的リンク
しかなかった（Podger, 2009）。
◦典型的には、アウトプットに対して目標又はベンチマークが特定さ
れていなかった（ANAO, 2003, 2007）。
◦省庁は、まだ達成されていない目標を報告せず、しばしば、業績が
貧弱な分野の議論をしなかった傾向がある（ANAO, 2003; Parliament 
of Australia, 2004）。
◦効率性と有効性に関する業績情報が不十分で、実施された活動に過
度の焦点を当てている（ANAO, 2007）。
◦購入者－供給者の仕組みがある政府機関の大部分が、そのポート
フォリオ予算文書にその仕組みの業績情報を記載しなかった
（ANAO, 2007）。
◦アウトプットとアウトカムの仕様は省庁間で異なり、ゆえに比較が
非常に難しくなった（Blöndal et al., 2008）。
◦定義は、枠組みが導入された後の10年間でさえ、経時的に変化し続
けていた（Blöndal et al., 2008; Webb, 2010）。
◦ポートフォリオ予算文書は、支出の将来推計に関する情報を報告し
たが、アウトプット又はアウトカムの将来推計に関する情報を全く
提示しなかった（ANAO, 2007）。
◦「明確に読める文書」では全くなかった─すなわち、ポートフォリ
オ予算文書で約束された業績と、実際に達成され、年次報告書で報
告された業績との間には、両者を対応させ、比較可能とするような
業績情報が欠如していた（Murray, 2008）。
◦政府の予算案を承認する権限を有する上院（3.3.2 を参照）は、予算
のアウトカム構造が混乱を招くことを発見し、業績報告と予算編成
にプログラム・ベースのアプローチを取ることを強く望んだ
（Parliament of Australia, 2007, Mulgan, 2008 で引用）。
　これらの問題の大きさを前提とすれば、この枠組みが政府機関内部の業
績マネジメント・プロセスと統合されていない事例がしばしば見られたこ
とも、驚くようなことではない（ANAO, 2007; Murray, 2008）。ブロンダル
ら（Blöndal et al., 2008）は、アウトカムに焦点を合わせることが、予算上
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の意思決定にも、政府機関の日々の運営にも取り込まれなかったと主張し
ている。代わりに、省庁、内閣及び議員は、依然としてプログラムに焦点
を合わせたままであった18）。ポートフォリオ予算文書と年次報告書の主要
かつおそらく唯一の目的は、説明責任を果たす目的で外部に報告する義務
を課すことであった。
　しかし、説明責任ツールとしてさえ、アウトカムとアウトプット枠組み
は失敗したように見える。これは、この枠組みの諸側面についての会計検
査院の様々な業績監査によって、そして、先に引用した議会調査によって
証明されている。会計検査院は、例えば「一般に、業績情報は、年次報告
書において、議員その他の利害関係者が結果を解釈し、十分理解できるよ
うな方法で提示・分析されていない」と指摘した（ANAO, 2003, p. 13）。し
たがって、各省によって提供されている業績情報に議会の委員会が不満を
有していることを会計検査院長が指摘したことも、驚くようなことではな
い（Barrett, 2003）。個別の問題点としては、年ごとに定義が変わることや、
異なる省が異なる定義を採用していることなどが挙げられる。これらの問
題点のために、省の業績を経年的に比較したり、効率性の比較を省間で行っ
たりするのが難しくなった。これらの問題点は、政権が、その改革の諸目
的の中の１つ、すなわち、全省庁のための単位費用のベンチマーキング比
較を通じ、より高い透明性を実現するということが達成されなかったとい
う結論を補強する。業績測定へのシステマチックな、そして、集権化され
たアプローチの１つの利点は、まさにそのような比較を行うことを可能に
できることであるという主張も成り立つ。対照的に、権限移譲されたアプ
ローチは、そもそも、これを実現する可能性は低い。
　後任の労働党政権の予算大臣は、2008年に以下の結論を下した。
いくつかのアウトカムが、その意味するところが極めて広く、一般的で
あり、実際に予算上の説明を行うという目的のためには事実上意味がな
く、納税者が、自身が納めた数十億ドルの租税が何に使用されいるかを
推測するのみの結果となっていた…
アウトカムとアウトプット枠組みは、財務報告の焦点をインプットから
…アウトプットとアウトカム（すなわち、実際の結果）に移行させるこ
とを意図していた。このことは、理論上は重要であるが、機能してこな
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かった。インプットに関する基本情報は、この政策転換で失われたし、
アウトカムの報告は、ひどく不適切である（Tanner, 2008. p. 4）
　アウトカムとアウトプット枠組みの様々な目的が達成された程度につい
て、表３に整理した。
　枠組みに伴う諸問題のいずれが生じたのかは、データ（省庁によって収集
された業績情報）における固有の欠陥のためにはっきりしない。データの品
質に関する証拠は、良いものも悪いものも混在しているようであり、詳細な
データ監査がないために、明確な結論に達することは不可能である19）。
　しかし、枠組みに関する少なくとも２つの基本的な問題があったように
見える。第１の問題は、その概念的な─イデオロギーと言う者もいるであ
ろう─基礎である。枠組みは、単純なアウトカム文書によって容易に政府
の目的をとらえることが可能であり、さらに、アウトカム・ベースの購入
者─供給者関係（実際には、選挙で選出された政権と省庁との間）が政府
業績を高める推進力となりうると仮定していた。第１の仮定さえ、達成が
表３　アウトカムとアウトプット枠組み：成功度
目　　的 結　　果 成功度
政府の政策開発の支援 枠組みの情報が政策開発に活用された
ようには見えない
弱い
職員の学習を含む、省の内部マネジメ
ントの支援及び強化
枠組みの情報が内部マネジメントに使
用されないことがしばしばある
中程度
説明責任を果たす目的のための、外部
への報告の強化
外部への報告は著しく弱められた 極めて貧弱
目的と、期待される業績の明確化 結果が明らかでない；購入者－供給者
の仕組みがある政府機関の大部分が、
その業績情報を公表しなかった
明らかでない
因果の連鎖の理解 アウトプットとアウトカムとの間の論
理的リンクの多くは、貧弱なものしか
なかった
弱い
ベンチマーキング比較の促進 政府機関は共通の業績指標を使用しな
かった；効率性と有効性の測定が不十
分であった
極めて貧弱
共有された目的の推進 省庁間には、共有されたアウトカムが
全く存在しなかった
極めて貧弱
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たとえ不可能ではないとしても技術的に難しい上に、第２の仮定は、明ら
かに機能していなかった。
　枠組みに関する第２の根本的な問題は、実施の品質であり、その失敗の
結果責任は省庁と予算省にあるように見えるだろう。省庁は公表された業
績報告を所掌し、予算省は枠組みの設計と監視を所掌していた。会計検査
院は、政府機関が多くの強制的な業績報告義務を遵守しなかったことを指
摘している（ANAO, 2007）。多くの省が外部への報告に明らかに低い優先
順位しか与えなかったことは、それらの省が十分真剣に対応しようとする
ような強いインセンティブが欠如していたことを示す20）。
　予算省自身は、明確に「手を放す」アプローチを示していた。同省は、
報告に関するガイドラインを発行し、また、会計検査院とともに、年次業
績報告に関するよりグッド・プラクティス・ガイドを共同執筆した
（ANAO/DoF, 2004）。しかし、これを超えるようなことについては、同省は、
「繁文縟礼」が存在してはならず、かつ、各省への高水準の権限移譲が根本
的に重要であるとみなされている環境において、報告義務を強制する用意
はできていなかった21）。伝えられるところによれば、予算省は繰り返しな
された批判を無視した。例えば、2000年に上院の委員会によってなされた、
ポートフォリオ予算文書の情報内容が不十分であるという批判である
（Thomas, 2009）。アウトカムとアウトプット枠組みの実施に関し、政府が
資金を提供して行われたマレー調査では、予算省による監視が「気乗りの
しない」もの、すなわち、やる気がなかったという結論を下した（Murray. 
2008, p. 88）。
　評価戦略を廃止したにもかかわらず、新たな枠組みによって、事業実施
省が大量の業績情報を生産し、報告するという、新たな官僚的義務がもた
らされたのは皮肉である。したがって、全体として、新たな報告義務は、
省庁の報告負担を減少させるのではなく、むしろ増加させた。1996-2007年
の期間のこれらの改革は「赤ん坊を放り出したが、産湯を捨てなかった」
と言えるであろう。
3.3.2. 説明責任と議会の役割
　議会、特に上院は、予算のレビューと精査の際に、そして、政府による
業績を説明する責任を確保する際に、重要な役割を果たす。上院議員は、
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各州・特別地域で比例代表制によって選出される。このことは、政権政党
（通常下院における多数派）が、上院では少数派であることを、実質的に保
障する。上院には、憲法に規定された、政府予算案を拒否する権限があるが、
実際には、上院は、予算に対し比較的小さな修正しかしない。政府は、し
ばしば、これらの変更を受け入れる。上院が政府業績について精査する機
会は、年間を通じて何度かある22）。最も重要であるのは、５月の、本予算
案の精査と承認に関係する。ポートフォリオ予算文書も同時に精査される。
アウトカムとアウトプット枠組みの結果として、ポートフォリオ予算文書
の情報内容が極めて貧弱になったにもかかわらず、同文書は、依然として
政府業績に関する上院の主たる情報源であり、ポートフォリオ大臣の権限
の下で作成されている。上院の年次報告書の精査は11月に行われ、ポート
フォリオ予算文書の精査よりはるかに大まかである。年次報告書は、省ご
とに、当該省自身の権限に基づいて作成され、伝えられるところによれば、
多くの議員には「広報媒体」とみなされているとのことである（Thomas, 
2009）。
　上院には、ポートフォリオの予算案を精査する８つの委員会がある。こ
れらの委員会は、ポートフォリオ予算文書を詳細に審議することに加え、
ポートフォリオ大臣と省庁の上級職員に質問をする。これらの委員会は150
人の職員によって支援されているものの、伝えられるところによれば、こ
れらの委員会は、予算の精査に利用可能な分析資源の制約があるとのこと
である。2006-07会計年度に、これらの委員会は、全体で、予算の公聴会に
700時間を費やし、4,000人の証人の証言を聴取した（Thomas, 2009）。議会
の委員会は、特定の問題に関する会計検査院の業績監査も審議している（コ
ラム５）。
コラム５　オーストラリア会計検査院による業績監査
　オーストラリア会計検査院の第１の顧客は議会である。会計検査院
は、公共部門の財務報告、執行及び説明責任に関する保証を行うのみ
ならず、選択された分野に関する独立した査定を議会に提供している。
会計検査院は、行政府と公共部門の主体を重要な顧客とみなしている。
院長は、直接議会によって任命される。
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　会計検査院は、約360人の職員と8,700万豪ドルの予算（2010-11会計
年度）で業績監査と財務監査を行っている。業績監査は評価の一種で
あり、それは会計検査院の資源の約1/3 を占めている（McPhee, 2008）。
毎年、約50-60件の業績監査が実施されている。会計検査院は、明示的
に、このような監査に伴う「あら捜し」的な役割を追求していない。
代わりに、「ベター・プラクティス」を特定し、政府プログラムの効率
性と有効性を改善するための勧告を行うことによって、公共部門マネ
ジメントを改善するという目的に対し「顧客アプローチ」を取ってい
る。政府の各省は、会計検査院の業績監査の勧告の約90％を受け入れ
ている。残りの部分については、通常、部分的に受け入れられている。
業績監査は、以下のような、様々なトピックに関して実施された。
◦オーストラリア国際開発庁（Australian Agency for International 
Development: AusAID）によって高等教育に与えられた援助
◦オーストラリア連邦警察による、新規政策実施のマネジメント
◦海外リース資産のマネジメント
◦オーストラリア国税庁の高級車税のマネジメント
◦連邦社会復帰援助庁のサービス提供（身体障害者向け）
◦医療機器規制
◦政府サービスの提供における原住民の雇用
　詳しくは、www.anao.gov.au参照。
　トーマスは以下のように観察した。
…上院は、極めて真剣に精査の機能を行使している。法律と支出の両方
をレビューする院としての上院の考えは、時間が経つにつれ、組織文化
の中に深く埋め込まれてきた。…その上、オーストラリアの上院は、お
そらく、西欧民主主義国家の立法機関の中では、アメリカの上院を除い
て、いかなる他の機関よりも真剣に監視機能を行使していると主張する
権利を与えられうる（Thomas, 2009, p. 388）。
　上院の政府業績の精査の品質は明らかではない。ポッジャーは、以下の
ように主張した。
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私は、多くの（省の）事務次官と同様に、自分が出席した多くの上院の
委員会のやり方にフラストレーションを感じていた。そこでは、めった
に主要な政策や業績の課題を取り扱わず、主に追求するのは、表面的で
短期的な政治上の事柄であった。私は、これらの委員会が、より深く、
長期にわたり実質的な政策と業績に関する事項を探索するために、政治
的スタッフではなく、むしろ、議会事務局からの専門職としての支援を
より多く必要としていると信じる（Podger, 2009, p. 188）。
　ホーク（Hawke, 2007）は、ポートフォリオ予算文書と年次報告書からの
業績情報の上院委員会による使用方法が著しくばらばらであると主張した。
約束された業績に対する実際の業績について多くの質問をする委員会もあ
る。そのような質問をほとんどしない委員会もある。マルガン（Mulgan, 
2008）は、上院委員会の予算公聴会の内容分析を行い、1986年、1992年及
び2003年を比較して、政府の生み出した結果、特に（アウトカムではなく）
アウトプットに対する焦点が拡大しつつあり、支出や人員などのインプッ
トに対する関心は低下していることを発見した。マルガンは、これは議員
の説明責任に対する優先度が成熟しつつあることを反映していると結論づ
けた。たとえそうだとしても、上院議員がポートフォリオ予算文書と年次
報告書に含まれた情報を参照した程度は、1986年でさえ高くなく、調査対
象期間の中で後になるにつれ低下した。2003年が特に低かった。彼は、以
下のように述べている。
上院議員が、自分の前に置かれた公式文書を大抵無視してきたという事
実、特に、非常に自慢されたアウトカムとアウトプット枠組みの場合に
そうであったことは、予算省の官僚たちが説明責任に対する議員のニー
ズを満たすことに失敗していることを明らかにした（Mulgan, 2008, pp. 
467-468）。
　おそらく、もっと積極的には、トーマスが以下の結論を下している。
議員が、彼らが利用できる山のような量の業績情報を完全には利用して
いないとしても、［1980年代以後の］アウトプットとアウトカムという言
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語が議会文化の一部となっており、より多くの関心が政策とプログラム
の有効性に払われている（Thomas, 2009, p. 391）。
　したがって、トーマスは、オーストラリアが現在「説明責任の業績ベー
ス・モデル」を示すと信じている23）。2010年に、政府は、予算に関連する
事項に関する財務分析と政策費用の助言の提供によって議会を支援する議
会予算局（Parliamentary Budget Ofﬁce）を設置する計画を発表した。
　既に述べたように、ハワード政権の業績枠組みは、業績指標の収集と報
告を強調した。しかし、公式の報告義務は、予算省によって強制されなかっ
た。評価戦略は廃止され、評価は規制緩和された。評価を実施し、活用す
るか否かの意思決定は、主として各省の事務次官の裁量に残された。事業
実施省に対する強い説明責任を果たさせる圧力がなく、政策と予算のプロ
セスがかなり弱体化された環境において、事業実施省が真剣にM&Eを実施
するいかなるインセンティブも、組織内部から発生しなければならなかっ
たのであろう。その結果、個々の省の組織文化と、特に、それぞれの省の
事務次官の優先事項と真摯な取組に依存する可能性が期待された。
　ポートフォリオ予算文書と年次報告書で報告された業績情報の貧弱な品
質は、省によって集められた業績情報の総体に対する信頼も生み出さない。
そして、一見したところでは、このことは、これらの主体の内部では、こ
の情報が貧弱な使われ方しかしていないことも示唆するだろう。しかし、
この結論は厳し過ぎるかもしれない。伝えられるところによれば、少数の
政府機関が、通常の業績情報の提供に加え、その内部の報告とマネジメン
トのために、かなり高度な報告のテクニックに依存しているとのことであ
る。例えば、バランスト・スコア・カード、業績ダッシュボード、「信号」
報告書などである（Hawke, 2007）。この乖離に対する考えうる解釈は、政
府機関の上級マネジメントが活用するための内部報告が真剣に受け止めら
れている一方で、議会という外部への報告は、特に真剣に受け止められて
いる訳ではないこともしばしばあるということである。
　さらに、連邦、州、特別地域レベルにおける1995年以来毎年公表されて
いる政府サービスの提供に関する、大量かつ包括的な業績情報は、全体と
して健全とみなされている（例として、SCRCSSP, 1995、SCRGSP, 2010 など）。
これらのデータの多くは州政府と特別地域政府に関するものであり、何ら
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かの品質保証が生産性委員会によって提供されている24）。
　利害関係者サーベイ調査は、（連邦政府及び州政府における）政府中枢省
及び事業実施省にとって、政策分析及び政策立案の際、政府機関の資源ニー
ズの査定の際、そして、大臣と議会に説明をする際に支援となることが分
かった。
　各省の業績監視活動の政府中枢からの密着した監視が欠如しているため
に、監視情報の収集及び内部利用に関し、決定的な結論に達することは困
難である。各省の評価の規模、性質及び活用に関しても同様である。した
がって、ハワード政権期には、単一の評価システムがなかった代わりに、
主要な政府機関自身が、独自の評価を実施することを選択することが可能
であったため、約20（１省当たり１又は複数）の評価システムが存在した。
　評価が規制緩和されてから約６年後に当たる2003年時点では、評価にか
なり高い優先度を与えている省がまだいくつか残っており、いくつかの省
の評価は、多くの点で、グッド・プラクティスとみなすことが可能であっ
た。この例としては、家庭・コミュニティサービス省と雇用・労使関係省
が挙げられる（コラム６）。これらの省は、グッド・プラクティスの「島」
であるとみなすことも可能である。しかし、これらの省においてさえ、裁
量ベースで特定の問題に対処するという目的では、それほど頻繁に評価を
行わない傾向があったように思われる。ホーク／キーティング政権期の評
価戦略の下で実施していたのと同程度に、定期的又はシステマティックに
評価を実施しつづけている省があったかどうかは明らかではない。このよ
うな、良い評価の「島」のような省が、政府の評価戦略の廃止後に維持さ
れた理由についての調査は、これまで全くされていない。これは、更なる
調査に値する課題である。しかし、考えられる理由の１つには、これらの
省で、何人かの主要な者が個人的献身を行ったことが挙げられる－すなわ
ち、M&Eのチャンピオンたちである。もう一つの理由は、保健分野及び教
育分野の専門家職員の組織文化と、ものの考え方である。これらの職員に
対する専門的教育が、調査、評価、モニタリング及び統計の価値を強調し
ているからである。
　もちろん、M&E情報の供給に関するこれらの観察は、省内部のマネジメ
ント又は政府の意思決定を支援する目的のために活用する程度に関し、私
たちに何も説明しない。それにもかかわらず、少なくともいくつかの省が、
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真剣に評価を実施し続けることを選んでいるという事実は、それらの省が、
そのように行動することから大きな便益を引き出していることを示してい
る。予算省も会計検査院も、活用に関する深いレビューを行っていないの
で、決定的な結論に達するのは不可能である。しかし、いくつかの断片的
な証拠もある。
　政府がまだかなり大きな財政赤字に直面していた1996年のハワード政権
の発足直後に、政府は、政府支出を削減し、これに優先順位をつけ直すた
めの大きな努力を開始した。労働市場プログラムの分野で、前政権の下で
開始された様々なタイプの労働市場プログラムの相対的な費用対効果に関
する詳細な評価からの発見が重用された。例えば、公共部門における賃金
補助金や直接雇用創出などである。これらの発見は、２年間で、これらの
プログラム支出の20％に当たる15億豪ドルを削減するのに使用された。労
働市場プログラムに利用可能な予算が削減された中では、賃金補助金がか
なり強調された（Mackay, 1998, p. 11）。
　多くの省が、業績情報を、その省の政策開発と内部の資源配分を支援で
きる程には使用していなかったという何らかの証拠がある（ANAO, 2003）。
　生産性委員会（ミクロ経済の改革に関する政府の主たる諮問機関）の委
員長は、主要なインフラストラクチャ投資を含む、ハワード政府によって
なされた多くの政策決定を批評した。証拠と分析でそれらの政策決定を正
当化できるかどうか疑問であったからである（Banks, 2009a, b）
コラム６　 2003年時点でグッド・プラクティスを行っている省 
：評価の「島」
家庭・コミュニティサービス省
　この省は、年間予算約460億豪ドルで、州に対し身体障害者、家賃補
助金及び住宅補助金を提供していた。同省は、様々な業績情報を議会
に報告した。特に、中間的アウトカムに関する何らかの情報と共に、
アウトプットの量、質及び費用に関する情報を提供した。省による議
会への報告は、評価からの発見のかなり大きな活用も含んでいた
（FaCS, 2002a, 2002b）。同省は、定期的に調査・評価計画を作成してい
た。これには、145 の調査・評価プロジェクトが含まれる。この作業
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の総予算は、年2,600万豪ドル（同省の経常予算の約1.4％）であった
（FaCS, 2001, 2002c）。資金は、６つの大学の研究所に対し、３つの時
系列データ・セットを作成するために提供された。調査においては、
行動のアウトカムが強調され、そして、これは、実施された評価の重
要な次元であった。
　同省による調査と評価を強調することの重要な側面は、その際に、
自省で優先事項を決めたということである。同省は、この作業のため
の特定の資金を受け取っていなかった。むしろ、同省は、自省の権限で、
自省に与えられた予算全体の中からこの作業に資金を供給することを
選択した。したがって、規制緩和された環境でさえ、評価は、同省に
おいては、なお重要であるとみなされていた。
雇用・労使関係省
　同省は、マネジメント情報システムとサーベイ調査から様々な業績
指標を引き出し、これらがアウトプットとアウトカムに関する情報を
提供していた（DEWR, 2002）。同省には、定期的にアウトカム・デー
タを作り出すシステムを有する、活発な評価部門もあった、この部門
では、現在及び過去のプログラム参加者に関する時系列データを使用
していた。このデータは、プログラム介入の純効果を推計するための
計量経済モデルを使用することによって解釈されていた。このような
データは、省によって実施される（場合によっては大学によって実施
される）評価の基礎を形成していた。これらの評価は、通常、政府中
枢省（予算省など）と他の事業実施省を含む運営委員会によって監督
されていた。内部かつ独立したこの評価モデルは、ホーク／キーティ
ング政権期において、同省その他の省が用いていたものと同じである
（Crossﬁeld and Byrne, 1994）。
　同省には、対応時間などのサービス基準があるサービス憲章があっ
た。顧客満足度の定期的な調査が、同省によって直接提供されたサー
ビスと、契約の下で外部委託に基づき提供されたサービス関して実施
された。同省の顧客志向の興味深い特徴は、同省を所管する大臣にシ
ステマティックに求められていたフィードバックであった。大臣は、
論理性、精度、創造性、タイムリーさなどの11 の評価基準に従って、
₅₀巻１号　（₂₀₁₅. ７）　（　　）100
翻　　訳（　　）45
政策助言の個々の部分を評定するように依頼された。この種の業績
フィードバックが、公務員に対し、高品質の政策助言を提供する非常
に強いインセンティブを提供することが期待されうる。会計検査院は、
この業績情報の、同省による国民への報告を賞賛した（ANAO, 2001b）。
４．第３期：2007年から2011年まで
4.1. 文脈
　2007年11月に労働党政権が発足し、ケビン・ラッドが新首相になった。
彼は、前政権の政策の多くに大きな変化を成すことに専心し、前政権ほど
民間部門に好意的な立場をとらなかった。彼は、クイーンズランド州政府
の元上級職員であり、証拠に基づく政策立案に対する信念を告白していた。
就任後最初の８か月で、ラッド首相は様々な問題について、少なくとも140
の政府レビューを実施した。これは、高等教育から技術革新政策まで及ん
でいる（Symonds, 2009）。レビューのこの突風の全体の理由は明確には説
明されていないが、様々な政策課題と選択肢を明らかにし、これらに関す
る証拠を収集し、これらに関する国民の議論を行うという新政権─特に、
約12年間政権に就いていなかった政権─のニーズを含んでいるように見え
る。
4.2. 政策サイクルと政権の意思決定
　この期間の特徴の１つが、公務─その能力と政策助言の役割─がいかに
顕著に悪化したかについて、及び政権による証拠に基づかない意思決定に
ついての上級職員の懸念に関し、彼らが公的に発言する意欲である25）。こ
れらの批評の中には、ハワード政権期と、その間に生じた累積する諸課題
に対処するニーズに関係するものもある。ラッド政権は、公共部門マネジ
メントに関する様々な問題に対処するための様々な活動を開始した。これ
には、広義の業績枠組みも含まれる。しかし、ラッド政権自体の意思決定
に対するスタイルとアプローチに関して表明された懸念も拡大していた。
意思決定が、内閣の手によって、又は詳細な政策分析、助言及び議論に公
務員を関与させるような政策プロセスにおいて行われるのではなく、むし
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ろ首相の手中に、何人かの側近とともに集中しているという見方が広く行
きわたっていた。これらの懸念が高まった結果、議会の労働党議員は、
2010年６月に、首相を、ケビン・ラッドからジュリア・ギラードに交代さ
せた。
　政府の意思決定の質は、明示的にも暗示的にも批判されていた。その一
例が、政府機関の１つである、インフラストラクチャ・オーストラリアに
関する会計検査院の業績監査である。同機関は、2008年４月に、労働党政
権により、インフラストラクチャ・プロジェクトの品質と政府の投資戦略
を改善するために設立された。インフラストラクチャ・オーストラリアの
主な機能は、政府が実施すべき主要なインフラストラクチャ・プロジェク
トの優先順位リストを開発することである。政権は「最低限のベンチマー
ク社会収益率（評価及びレビューを含む厳密な費用便益分析によって決定
する）を満たす公共インフラストラクチャ・プロジェクトにのみ資金が提
供されねばならない」と述べていた（ANAO, 2010, p. 14）。しかし、会計検
査院は、インフラストラクチャ・オーストラリアの評価基準を満たした９
件のプロジェクトのうち、７件にしか政府資金を（63億豪ドル）供給しな
かったのに、費用便益分析を受けることがなかったか、費用便益分析を通
過できなかった別の10件のプロジェクトにも、2009年５月の予算において、
政府資金を計上していたことを明らかにした（これらのプロジェクトの費
用は不明）。このやり方は、証拠の基礎とともに、政府の200億豪ドルの国
家建設基金の経済的効率性に疑いを投げかけた。この基金は、インフラス
トラクチャ・オーストラリアによる中立的な査定に基づいて割り当てられ
ることになっているからである。
　近年、オーストラリアで最も批判された政府投資は、高速光ファイバー・
インターネット回線をオーストラリアのほとんどあらゆる家庭に届ける国
家の広帯域ネットワークを構築するという決定である。政権は、当初は総
費用を430億豪ドル（GDPの約3.5％）と積算していた26）。著名なエコノミ
ストによって非公式に実施された短期間の費用便益分析によれば、この投
資の費用は、現在価値で、便益を140億豪ドルから200億豪ドル超過するこ
とが示されている（Ergas and Robson, 2010）。しかし、生産性委員会、
OECD、オーストラリア・ビジネス協議会及びオーストラリア準備銀行に
より繰り返された「この投資は費用便益分析を用いた深い経済的な評価を
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受けねばならない」という勧告（Stutchbury, 2010）にもかかわらず、政権
は「費用便益分析が時間と資金を無駄にする」と主張した（Communication 
Minister Stephen Conroy, 2010, p. 5）。
　ヘンリー・エルガス（政権の上級顧問）は、以下のように結論付けた。
オーストラリアの歴史上、これほどひどく支出プログラムが傷付けられ
た時代を見つけることは難しい。…大きな懸念の原因は、少なくとも原
則としては、何代もの政権が承認してきた政策とプログラムの評価の規
律を弱体化させたことである。
いったん前例のない規模の公共支出を、前例のない程に内容の浅い分析
に基づいて遂行してしまったら、プロジェクト査定に政府が与える重要
性の保証が、どうやって額面どおり受け取ってもらえるであろうか
（Ergas, 2010, p. 14）。
結局、評価の品質は、政権がそれに対して置く価値に依存する。プロジェ
クト評価を、単に政権が取りたがっている決定の邪魔をしているとみな
し、評価なし又は不十分な品質の評価で済ませることができると信じて
いる政権は、時間が経つにつれて、評価に置く価値を低下させることに
必ずや成功するであろう。私たちは、これが近年オーストラリアに起こっ
たと信じている（Ergas and Robson, 2010, p. 154）。
　似たような方向性で、生産性委員会の委員長は、政府がその産業政策に
おいて証拠を使用しないことに関し政府を批判した（Banks, 2009b、
Mitchell, 2009 において引用）。バンクスの関心は、証拠に基づいた政策を
支持する構造的な仕組み─そのような仕組みの欠如が証拠に基づいた政策
決定を制約する仕組み─に焦点を合わせている。彼は、このような必須の
構造的な仕組みとして以下の要素を列挙した。すなわち、良いデータ、証
拠構築のための十分な時間、良い分析の方法論、証拠が精査に開かれてい
ること、有能で専門的技能を有する公務員、独立性、そして、外部からの
情報に対し受容的な政策決定環境である（Banks, 2009a）。このリストの中
では、彼は、最後のものが基本であるとみなしている。しかし、彼は、オー
ストラリアでは、証拠に基づく意思決定の連鎖において、これらのすべて
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の段階が大きなな弱点を持っているとみなしている。以下で述べるように、
政権は、これらの弱点を改善するための複数の取組を発表した。
4.3. 公共部門マネジメントにおける変化
　この政権は、公務の政策助言能力を改善するために、いくつかの手段を
採った。手段の１つは、2009年前半に行われた、３つの政府中枢省（首相
内閣省、国庫省及び予算省）への、その政策能力強化を可能にするための、
４年間で7,000万豪ドルの追加資金配分である。もう１つの手段は、政府行
政の改革の青写真の政権による承認である。
4.3.1. ゲームの向こう
　「ゲームの向こう（Ahead of the Game）」と題する改革の青写真は、首相
内閣府の事務次官のリーダーシップの下で、諮問グループによって作成さ
れた（AGRAGA, 2010）。この青写真には、連邦の公共部門の業績を向上さ
せるための多くの取組が含まれている（要旨はコラム７参照）。
コラム７  ゲームの向こう: 2010年公共部門改革
◦国民の満足度を高める要因を特定し、他の政府管轄や外国とのベン
チマーキング比較を可能にするために、連邦政府のサービス提供に
対する国民の満足度のサーベイ調査が実施された。サーベイ調査結
果は、年次報告書に掲載されることとなっている。サーベイ調査は、
将来的には、他のレベルの政府に広げられるかもしれない。
◦省庁の戦略、プログラム提供及び組織上の有効性を査定するために、
省庁の業績のレビューが５年サイクルで実施されることとなってい
る。レビューは、著名な外部のレビュアーによって実施され、政府
機関の能力計画につながるだろう。これらのレビューの構造は、カ
ナダとニュージーランドの能力レビューの影響を受けている。
◦省庁は、自らの政策能力を強化し、より多くの調査と評価を実施す
るよう奨励される。これらの努力を支援するため、オーストラリア
公務委員会は、戦略的政策、政策分析、実施、規制などの中核的な
分野に関する研修を、オーストラリア国立大学などの資源から利用
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できるようにするだろう。
◦予算省（2007年に予算・規制緩和省に名称変更）は、遵守のための
負担、特に、財務マネジメントと、人的資源のような組織維持機能
に関する負担を削減するために、繁文縟礼、すなわち、省庁に課さ
れた行政上・立法上の義務を合理化することとなっている。予算省
は、そのような義務を2,000件以上特定した。
◦予算省は、省に統合又は吸収可能な政府機関を特定することとされ
ている。予算省は、政府機関の組織維持機能の提供がより集中化さ
れるべきという観点から、それらの機関の組織維持機能についてレ
ビューする支援をすることとされている。
出 典：AGRAGA (Advisory Group on Reform of Australian Government 
Administration)(2010), Ahead of the Game: Blueprint of Reform of 
Australian Government Administration, Department of the Prime Minister 
and Cabinet, Canberra.
　これらの改革は、政権が公務員の政策能力を強化するニーズを受容した
ことを反映している。すなわち、厳密な調査を行うために、データを収集し、
分析し、政策とプログラムの評価を実施し、最高品質の政策助言を提供す
ることである。各省は、その政策能力を改善するよう奨励されている。こ
の原則ベースのアプローチは、各省には、もしこのための努力をするとし
て、どの程度の努力をこの改革に注ぐかを決める裁量があることを意味す
る。各省は、学術調査機関とのパートナーシップを開発するよう奨励され
ている。
　政権は、オーストラリアが、戦略開発、プログラム提供、組織運営など
の分野で、省庁の業績をシステマティックに測定することにおいて、他国
に遅れをとっていることも認めた。したがって、各省庁は、少なくとも５
年に１度、レビューを受ける。レビューは著名な外部のレビュアーによっ
て指揮され、レビューチームには、首相内閣省及び財務省、公務委員会、
当該政府機関、そして、そうすることが適切であれば他省からの代表によっ
て構成されるであろう。これらのレビューの主管機関は首相内閣省になる
だろう。同省は、各政府機関でレビュー対象となる特定の問題を含むレ
ビュー方法を開発し、レビューのマネジメントを行うだろう。レビューは、
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政府機関の業績に関するデータを改善する方法の特定も行うだろう。この
ことは、公共サービス機関の業績ベンチマークの開発の支援にもなるだろ
う。レビュー対象機関は「リスク・マネジメント原則」に基づいて選ばれ
るだろう。しかし、レビューは、少なくとも初期には、公表されないであ
ろう。レビューがいったん実施されると、首相内閣省の事務次官と政府機
関は、共同で能力改善策を開発し、各政府機関の長は、その実施結果につ
いて説明責任を負うであろう。
　政府は、これらの改革が完全に実施されるには、何年もかかると予想し
ている。多くの計画された改革は、より統一化された公務の創設を意図し
ている─部分的には、ハワード政権より前の時代の状況への逆戻りである。
しかし、これらの見直しがどのように提示されるかについては、政権、特に、
おそらく首相内閣省は、慎重である。政権は、以下のとおり主張している。
「改革には中央計画の要素があるが、これを『集権主義者型アジェンダ』と
みなすべきではない」（AGRAGA, 2010, p. 74）。省庁の自律性を中心的な考
え方とみなす公共部門と公務員集団にとって、この哲学を反転させるいか
なる提案も、呪詛とみなされるように見える。
　これらの改革を見る１つの方法は、これらの改革が、1996年から2007年
までの期間にわたりハワード政権によって導入された公務の改革によって
引き起こされた多くの問題を修正する試みを構成しているということであ
る27）。以下で議論するアウトカムとアウトプット枠組みに加えられた変化
も、この再生カテゴリに属する。
4.3.2. アウトカムとプログラム報告の枠組み
　2007年の政権交代の後に労働党政権の予算大臣になったリンゼー・タ
ナーは、長い間、ポートフォリオ予算文書を含む、予算文書の品質と透明
性の欠如を批判してきた。予算大臣として、彼は、政府の予算編成上及び
財務上のマネジメントの透明性を改善し、良いガバナンス慣行を促進する
ことを目的とする「陽当たり作戦」（Operation Sunlight）を実施した
（Tanner, 2008）。この取組は、政府の業績報告への多くの大規模な変化を含
んでいた。
◦アウトカムとアウトプット枠組みを、新たなアウトカムとプログラム報
告の枠組みに置き換え。
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◦プログラム・ベースで提供されるポートフォリオ予算文書における予算
報告。これは、むしろ、1999年にハワード政権により廃止されたプログ
ラム予算の再導入である。2009-10会計年度の予算文書でこの改革を導入
した。
◦アウトカムを、より個別的で、知覚できるものにするための、アウトカ
ムの仕様の改善。予算省は、各省庁に対し、主導的な助言者の役割を果
たした。アウトカム／プログラム構造は、各省庁に同意された。しかし、
アウトカム文書の変化が業績指標の時系列性を中断し、このことが過去
の会計年度との比較を困難にしかねないおそれもあることが認められた。
このため、2009-10会計年度のポートフォリオ予算文書が、アウトカム／
アウトプット枠組みによって提供された情報と、アウトカム／プログラ
ム枠組みによって提供された情報の間の架け橋を提供した。
◦ポートフォリオ横断的な共有の権限と、首相内閣省による監視を伴う、
ポートフォリオ横断アウトカムの導入。
◦2010会計年度からの、年次報告書における、目標と、実際の業績との比
較の報告の改善。目標は、当該予算年度のみならず、将来推計のための
向こう３年間についても提供される。予算省は、各ポートフォリオの目
標と、その実際の業績を比べるオムニバス報告書を公表することとされ
ている。
　会計検査院は、現在、新たなアウトカムとプログラム報告の枠組みの業
績監査を実施している。
4.4. 政府のモニタリングと評価
　予算省の事務次官は、最近、政権に説明を行い、以下のことを指摘した28）。
政府機関と政策／プログラムを通じた業績のM&Eの情報の品質はまちま
ちである。評価のグッド・プラクティスから直接の便益を得ているプロ
グラムもある（その中には、特に、大規模なものもある）一方で、平均
的な品質は低いように見える。質の高い評価とレビューが存在している
ところでさえ、この情報は、政権の意思決定に情報を提供するためにあ
らかじめ利用可能なものではない。特に、ポートフォリオ横断的なもの
はそうである（DoF, 2010, pp. 3-5）。
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　言い換えれば、ポートフォリオ内部の意思決定とマネジメントのために
評価が行われており、（評価からの発見が大臣の新規政策提案にとって好ま
しいものである場合に）大臣の新規政策提案への支持を提供するためにも
行われうる。しかし、それは、政府全体の意思決定を支持するためになさ
れるものでも、説明責任の目的のために行われるものでもない。
　政府の公式のM&Eの義務は、依然、モニタリングに集中したままである29）。
しかし、予算省が再度主導的な役割を果たすようになり、かなり多くの注
意がすぐに評価に向けられるようになったことを示すいくつかの発展があ
る、既に議論したように、刷新されたアウトカムとプログラム報告の枠組
みが、政府の業績モニターの中心部分のままである。過去の政権の枠組み
の技術的問題に十分に対処されてきたか、そして、より重要なことは、省
庁がこの新たな枠組みをより真剣に受け止める選択をしたかどうかを判断
するのは、時間だけだろう。労働党政権の透明性への真摯な取組は、正し
い方向への意義ある前進である。各政府機関は、この政権の優先事項に対
し、より受容的であることを選択するかもしれないし、予算省は、政府機
関の行動の取り締まりに対し、より積極的な役割を果たすかもしれないし、
果たさないかもしれない。しかし、公共サービスにおける現在の風向きが、
政府機関の自律性に焦点を合わせたままであり、また、予算省の任務が（予
算・規制緩和省という新たな名称を反映して）政府に繁文縟礼を加えるこ
とではなく、むしろ削減することであるのを前提とすれば、新たな枠組み
が過去の政権よりはるかに成功するというような、楽観主義の強い根拠が
あるようには思われない。
4.4.1. 政府サービスの提供に関する業績報告
　オーストラリアにおける業績の監視及び報告の継続的で強力な特徴の１
つが、政府サービスの提供に関する年次報告書である。既に第２章で議論
したように、これらの報告書が、連邦、州、特別地域の各政府によって提
供されているサービスの詳細な業績情報の公表と関係している。少なくと
も、業績情報と同じように重要なことは、異なる政府管轄の間の業績の差
の理由に関する議論である。この議論は、業績の差の説明を支援する文脈
上の差違についても言及している。これらの文脈上の差違には、人口規模、
僻地などの課題が含まれている。
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　これらの報告書は、以下のような分野における政府サービスの提供に関
係している。例えば、病院及び一次医療、学校及び職業教育、警察、裁判
所行政及び刑務所、公営住宅、そして、高齢者、身体障害者、児童支援な
どのコミュニティサービスなどである（SCRGSP, 2010）。これらのサービス
は、年間支出総額1,360億豪ドルで、GDP比13.1％に達している。州と特別
地域の政府が、これらのサービスの大部分を提供している。分厚い報告書
は、約1,600ページで、約930 の業績指標を掲載している。指標は、各サー
ビスの因果の連鎖のすべての部分に関連している。特記すべきものとして
は、費用、職員数、アウトプット（その効率性、有効性及び公平性を含む）、
アウトカム／インパクトなどが挙げられる。報告書は、時系列のトレンド
情報も提供している。既に述べたように、これらの報告書の主な目的が、
政府サービス提供に関する透明性と説明責任を提供することであり、この
透明性が業績の改善を推進することが期待されている（O’Loughlin, 2010）
　利用者サーベイ調査は、サービス提供に関するこれらの報告書が継続的
に有用であることを明らかにしている（Productivity Commission, 2007）。
回答者の約80％は、報告書に「満足している」又は「非常に満足している」
と回答している。報告書の主な用途は、以下の通りである。幹部と大臣へ
の説明（69％）。調査ツール（68％）。業績の査定（58％）。政策開発（43％）。
報告書は、議会と、各州の監査部局によっても使用されている。しかし、
このサーベイ調査は、データの比較可能性、データ品質及びデータのタイ
ムリーさのすべてが改善を必要としていると判断される分野であることも
強調している。
　政府サービスの提供に関する報告書は、各政府管轄（すなわち、連邦政府、
６州政府及び２特別地域）によって提供されたデータに完全に依拠してい
る。これらのデータの品質を改善する努力がなされていると伝えられてい
るものの（McClintock, 2010）、このことは、これらの報告書の主たる潜在
的な弱点であるように見える。例えば、ニューサウスウェールズ州の保健
大臣は、病院の業績に関する同州政府のデータの提供を拒否することを表
明した。このデータは、同州政府の病院の一部に、極めて業績が悪いもの
があることを示していた（Steketee, 2008）。ニューサウスウェールズ州の元
会計検査院長も、ニューサウスウェールズ州とビクトリア州の各政府が自
州の病院の業績データを改竄したと述べた（Harris, 2009）。これらのデー
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タは、常に政治的に非常に敏感である。彼は次のように述べた。
業績情報の重要性にもかかわらず、ほとんどのオーストラリアの政府管
轄は、政府が公表した指標の年次監査を義務付けていない。西オースト
ラリア州議会のみが、州機関に、毎年、業績指標を報告することを強制し、
同州のみが、会計検査院長が、毎年、これらの指標の重要性と妥当性に
関し意見を表明することを義務付けている（Harris, 2009, p. 36）。
　政府サービス提供に関するこれらのデータの信頼性が不確実であること
については、大いに懸念しなければならない。他方、これらのデータが可
視化されることによって、一部の政府─少なくとも一部の政府の一部の省
─が、これらのデータを改竄することを奨励しているならば、そのことは、
少なくとも、データの透明性が何らかの「咬み付き」を提供していることを、
我々に伝えている。言い換えれば、改竄する価値がある業績情報は、十分
敏感なものであって、重要なものである。逆に、データが無視され、重要
でないとみなされる場合には、業績報告が本質的には時間の浪費であると
推論可能である。
　2010年前半に着手された、連邦、州及び特別地域政府に支援されている、
約10,000 の初等・中等学校の業績の通知表を提供する全国的な取組がある。
「私の学校」ウェブサイト（www.myschool.edu.au）は、各学校の文脈情報と、
当該学校のアウトカム情報、すなわち、読解力、記述力、言語能力（単語
のつづり、文法、句読法）、及び数的思考能力に関する生徒の平均試験結果
を提供している。このウェブサイトは、学校のアウトカムのオーストラリ
ア全体の平均と、60校までの比較可能な学校の平均を提供している。比較
可能な学校は、学生の属する家計の社会経済上の特徴の指数を用いて特定
されている30）。
　このウェブサイトは、学校の業績の透明性と説明責任を推進するために
作成された。これは、両親その他の者に、非常に人気が高いことが判明した。
初日に900万回超のアクセスがあるほど、非常に高いウェブ・トラフィック
を引き付けた。教員組合からの（思想的な根拠に基づく）猛烈な反対にも
かかわらず。連邦政府は、ウェブサイトの強力な推進者である。連邦政府は、
2010年後半に、病院に関する同様のウェブサイトを開始した（www.
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myhospitals.gov.au）。
　政府サービスの提供に関するデータにおける最終的な観察の１つは、
オーストラリアが、国内の異なった政府管轄におけるサービス提供の比較
可能な業績情報の収集においてかなりの進歩を成し遂げた一方、これらの
政府管轄を通じて学習する機会─すなわち、異なる政府管轄において、何
がうまく機能し何が上手く機能しないかと、その理由─が、まだ完全に活
用されてきている訳ではないということである（Banks, 2009a）。今後、サー
ビス提供のグッド・プラクティスがより広い範囲で採用されることを奨励
し、革新的な改革を奨励するために、政府サービスの提供に関する報告書
が、良い業績の事例を目立たせることに、より強く力を入れるものと予想
されている。
4.4.2. 連邦－州間の資金で義務付けられた業績情報
　連邦政府は、州と特別地域の財源総額の約半分（2010-11会計年度で941億
豪ドル）を提供している（Commonwealth of Australia, 2010）。この金額の
半分（454億豪ドル）は、学校、技能訓練、保健医療、公営住宅及び身体障
害者など、特定の使途が定められている。連邦政府は、これらの支払いの
ために、全体の諸目的に関し、幅広い政策パラメーターを設定している。
これらの資金をどのように使用するかに関しては、州及び特別区域に完全
な裁量が与えられている。州と特別地域の連邦政府から与えられる財源の
残りの大部分は、一般財源支援、すなわち、拘束のない財源である。
　2008年３月、労働党政権は、特定目的の支払いの数を削減し、それぞれ
のタイプの支払いのための全国協定を作成することによって、連邦／州関
係を改革した（O’Loughlin, 2010; McClintock, 2010）。これらの協定は、業
績に焦点を合わせている。これらの協定では、異なったレベルの政府の役
割と権限と、資金の明確な目標を特定し、測定可能なアウトプットとアウ
トカムの業績指標に関し、業績ベンチマーク目標を設定している。しかし、
一般に、政府管轄が業績ベンチマークを満たさないことを理由として資金
提供を差し止めるための規定はない。
　それぞれの政府管轄の業績を測定するために使用される統計は、政府
サービスの提供に関する報告書で使用されるものと、本質的には同じであ
る。これらの報告書と、個々の全国協定に関する公式の年次報告書は、い
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ずれも生産性委員会によって作成されている。
　使用されているデータは、全国的な統計収集（特に人口センサスと世帯
サーベイ調査）と、政府自身の行政データを基にしている。しかし、これ
らのデータが他の目的のために開発された部分もあるため、これらのデー
タが、そのカバレッジ、品質、タイムリーさ及び比較可能性において、完
全に適切であるとはみなされていない（McClintock, 2010）。
　全国協定のための業績報告枠組みの負担が大きすぎるので、簡素化され
るべきであるという合意があるように思われる。例えば、全国保健医療協
定は、70 の業績指標、26 の進捗度測定、15 のアウトプット、11 のアウト
カムを特定しており、年次業績報告書の長さは、現在、約700ページである
（SCRGSP, 2009）。オーストラリア政府間協議会（The Council of Australian 
Governments: COAG）の改革協議会の議長は、この複雑さのために、国民
に対する有効な説明責任を達成するのが極めて難しくなっていると指摘し
た（McClintock, 2010）。全国協定の業績枠組みは、現在、レビュー作業中
である。
　データと、業績報告の枠組みに関するこれらの初期の課題にもかかわら
ず、上級の利害関係者によるそれらの課題の早期発見により、それらの課
題に対する対処が満足になされるであろうという、何らかの信頼が与えら
れていると結論付けることができる。
　全国協定の注目すべき特徴は、その一定部分（現時点では比較的小規模
の部分）が、業績に基づく資金配分であることである。この資金配分は、
野心的な業績ベンチマークを達成できる州及び特別地域への「報酬支払い」
と呼ばれている（COAG Reform Council, 2010）。この財源配分の金額は、
現在、それほど大きくはないが（年間約４億豪ドル）、業績に基づく財源配
分が効果的な業績インセンティブを提供すると判断されれば、今後、成長
しうる。
4.4.3. 再生された予算省の評価戦略
　予算省の事務次官は、2010年に「評価とレビュー…のための手順は、再
生されねばならない」と新政権に助言した（DoF, 2010, p. 1.1）。彼は、政府
内部の異なる主体によって行われる評価とレビューの範囲を示した。これ
には、省自身の戦略レビュー、予算省のアドホックな節約レビュー、会計
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検査院の業績監査、生産性委員会によって行われるレビュー、各省庁によっ
て行われる評価、議会の調査などが含まれる（Tune, 2010）。しかし、これ
らの評価活動は、アドホックであり、まちまちである。
　予算省さえ、自身の戦略レビューの品質が一定せず、時には有用性が限
られるとみなしている。省の中には、レビューに積極的にかかわったり、
必要な情報を提供しようとしなかったりするものがあるためである。すで
に指摘したように、予算省事務次官は、いくつかの省のプログラムは良質
の自己評価の下にあったが、平均的な品質は低いように見えると述べた。
さらに、事業実施省によって実施される評価は、当該省の内部の意思決定
とマネジメントのためになされている。それらの評価は、典型的には、政
府全体の意思決定を支援するために行われるのでも、説明責任の目的のた
めに行われるのでもない。さらに、各省の事務次官が、評価からの発見を
─一般国民にしろ予算省にしろ─利用可能にしたがらない傾向があり、そ
のため、予算省は、このような発見を政策助言の情報源として用いること
ができない。このことについては、予算省の事務次官は、予算省が、節約
オプションを生み出す目的でプログラムを削減するために、あらゆる不利
な評価からの発見も使用しうるのではないかという各省の懸念を反映して
いる面もあると信じている。ポッジャーは、秘密主義アプローチと両立す
ることとして、多くの彼と同輩の各省事務次官が、例えば、その上級職員
がほとんどファイル文書を保管せず、定期的に彼らの日記を廃棄すること
を確実に行わせることによって、情報公開立法上の義務を妨害する方策を
とってきたことを指摘した（Podger, 2005、Kelly, 2006, p. 12 にて引用）。こ
のようなアプローチは、予算省その他の政府中枢機関に対して、選挙を通
じて選出された政権に対して、そして議会に対しての説明責任に関し、公
式・非公式両方の説明責任義務を妨害しがちである。したがって、政権が
検討すべき質問は、事務次官及び省の自律性に向けたやり方が、過度に寛
大ではなかったかということである。
　この環境で、予算省事務次官は「予算省は政府の監視、評価及びレビュー
に対する総合的な権限を有してきた」と述べた（Tune, 2010, 配布資料のス
ライド14）。そして、彼は「業績情報の評価とマネジメントのための強健な
公式の枠組みは、財政戦略を支援し、サービスの提供を改善するだろう」
と自省の新しい大臣に助言した（DoF, 2010, pp. 3-5）。予算省は、なおこの
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ような枠組みのためのオプションを検討中であり、予算省事務次官にとっ
て魅力的なモデルの１つは、すべてのプログラムの効率性、有効性及び政
府の優先事項との一致を判断するために、４年のサイクルで、すべての政
府プログラムの評価に関与するというカナダのアプローチである31）。予算
省事務次官は、再生された予算省の評価戦略の構成要素が、おそらく以下
の事項を含むであろうことを示した。
◦評価とレビューは、以下の事項によって改革される。すなわち、i）（例
えば、評価実施後に発生するいかなるプログラム上の節約額をも共有す
ることなどにより）強健で透明性の高い評価を各省が実施するプラスの
インセンティブ、ii）評価品質を高めるために、省庁の評価を予算省が監
視するという手段による評価の何らかの集権化、及びiii）透明性を政府
に提供するために、評価と業績情報の両方を包含するガバナンス枠組み
である。
◦例えば、より包括的なレビュー・プログラムを通じることによる、ある
いは、レビューの付託事項が明示的に内閣に承認されることなどによっ
てより大きなレビュー実施権限を与えることによる、戦略レビュー・プ
ロセスの強化（DoF, 2010, pp. 3-5）。
　予算省事務次官は、彼が1987-97会計年度のオーストラリアの評価戦略に
関する問題として認識したようなことを避けたいと強く望んでいる。詳細
なポートフォリオ評価計画を作成し、３-５年間のサイクルですべてのプロ
グラムを評価するという義務は、（ポートフォリオにとっても予算省の政策
アナリストにとっても）過度に負担が大きく、かつ、過度に資源集約的で
あり、公務内外の評価の技術水準は、評価の任務には不適切であった。し
かし、直面するであろう挑戦は、特に以下のようなものであろう。
◦より情報を与えられた国民の議論と政府の意思決定を支援するような業
績情報と評価への需要を生み出す方法
◦政府プログラムの定期的な評価を可能にするような、評価技能の十分な
供給を確保する方法
◦評価が、プログラム業績を改善する機会ではなく、むしろ事業実施省と
公務員のあら捜しの脅威であるという認識を変える方法
◦消極的な事務次官に、より多く、より高品質の評価を実施し、予算省の
より大きい関与を許容するように説得する方法
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◦正しいプログラムが正しいタイミングで評価され、それらが厳密に評価
されるように、各省の評価に対する戦略的アプローチを確保する方法
◦予算省の予算分析官─すなわち、新規政策提案と節約オプションに関し、
内閣に助言する予算省職員─が、各省の評価に完全に詳しくなり、彼ら
が評価を「政治的には正しい」が注意力をそらすものではなく、むしろ
彼らの仕事の中核的な部分であるとみなすことを確保する方法
　最終的な観察の１つには、オーストラリアの業績に基づく予算編成の強
調を高めるあらゆる方策に立ちはだかっている挑戦は、単に、より多く、
かつ、より良い評価からの発見を生み出すのみならず、政策の意思決定プ
ロセスを再生することも必要だということである。以下では、このトピッ
クについて議論する。
５．オーストラリアの経験からの教訓
　オーストラリアの評価システムは、1987年から1997年までの10年の間、
継続した。この間、オーストラリアは、証拠に基づく意思決定と業績に基
づく予算編成のモデルになった。したがって、1990年代初期から半ばまで
には、このシステムが生み出していた評価からの発見は、各省の政策助言
の内容と、内閣の予算に関する意思決定に対し、大きな影響を与えていた。
大臣は、頻繁に、自らの意思決定によりよく情報を提供するために利用可
能な評価からの発見を有していることに対して彼らが高い価値を与えてい
る旨を述べていた。評価からの発見は、事業実施省の日々のマネジメント
を支援することで、当該省の中で極めて集中的に使用されていた。
　この状況に達するのには、かなりの努力が必要であった。このことは、
評価戦略が進歩的に洗練されることと関係しており、これは、次に、試行
錯誤の要素を必要とする。評価戦略自体への日々の監視、レビュー及び調
整へのニーズもあった。より根本的な部分では、戦略の成功に不可欠であっ
た多くの重要な要素があった。それらの重要性は、その後の1996年から
2007年までのハワード政権期に起こった変化によって明確に強調された。
予算省の最も上級レベルにおける改革のチャンピオンで、ホーク／キー
ティング政権（1983年から1996年まで）における改革主義者の大臣が、成
功の鍵であった。これに関連するのは、予算省の重要な役割であった。同
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省は、政府中枢の予算部局として、強力で、高度の影響力があり、評価戦
略の設計者かつ実施者であった。同省が評価を提唱し、活用するためには、
同省職員とその技術セットの大きな進化が必要であった。逆に、予算省が
個別費用の精査だけに関係する、より伝統的な予算部局のままであったな
らば、あるいは、評価に対し、より受け身のアプローチを取っていたならば、
業績志向の政権の邪魔をする重大な障壁になっていただろう。
　いったん上級職員が主要な大臣の合意を確保してしまえば、1987年に評
価システムを作成し、その後の数年間、次第にそれを微調整するのは、比
較的容易であった。この柔軟性は、オーストラリアのウェストミンスター・
システムから生じた。そこでは、オーストラリアは、評価システムのよう
な政府中枢からの義務に対する立法上の基礎を必要としない。逆に、例え
ば、ナポレオン型の政府を有する諸国と比較した場合の不都合は、上記の
ような意思決定が、政権交代の際に、容易に取り消されうるということで
ある。
　評価戦略は、完全なものからは程遠かった。評価戦略が10年間存続した
後でさえ、評価の３分の１以上は、１ないし複数の種類の方法上の弱点に
苦しみ、このことは、評価戦略の信頼性と価値を減少させていただろう。
この問題に関連して、公務の中には、明らかに不十分な評価技能しかなかっ
た。多くの事業実施省が、当該省自身のプログラムの評価の実施を、当該
プログラム部門に依存しており、これらの部門の多くは、必要な技能を明
らかに欠き、その結果、この追加的な、望まれない業務量に対処する装備
が悪かった。1996年の政権交代で反動の機会が生じると、この認知された
負担も、評価の「繁文縟礼」に対する事業実施省からの反動を極大化する
支援になったのかもしれない。
　事業実施省の中には、大規模な、専門家による評価部門を設置すること
によって、装備が悪いプログラム部門の問題を回避したものもあった。評
価戦略が廃止された後に残った、評価のグッド・プラクティスの「島」を
構成したのが、これらの省と同じであることは、興味深く指摘できる点で
ある。これらの省では、少なくとも、評価文化が持続した。今だから言え
ることは、予算省は、評価の品質の問題に対処するために、各事業実施省
がそのような部門を設置することを強制すべきであったのかもしれない。
これらの部門は、すべての大規模で重要な評価を実施したか、代わりに、
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当該省のプログラム分野に支援と品質保証を提供しえたかもしれない。し
かし、当時、そのような義務を強制するのは過度に侵害的であるとみなさ
れたであろう。
　評価戦略が1987年に作成されたとき、多くの貧弱なプログラムがあった
であろうし、その後の評価がそれらプログラムの貧弱な効率性、有効性又
は妥当性を明らかにすることが期待されていたであろう。通常、これは、
プログラムの改善（特にこれらのプログラムが政府の重要な優先事項であ
る場合）、さもなければプログラムの削減又は廃止にさえつながったであろ
う。しかし、戦略が1997年に廃止されるまでに、多くのプログラムが複数
回評価されたであろうし、その結果、監視と評価に対する限界収益がかな
り低下することも予想されたであろう。時間の経過に伴う監視と評価の収
益の変化に関する情報は全くないので、おそらく、これ以上調べることは
不可能である。いずれにせよ、このことが、戦略の廃止の理由として述べ
られることは決してなかった。
　1997年の評価戦略の廃止は、M&Eに関し、他の政府システムが直面して
いる多くのリスク要因を明らかにした。そのような要因の１つは、明らか
に、政権交代が公共部門マネジメントにおける根本的な変化に通じうると
いうことである。もう１つのリスク要因は、M&Eの主要なチャンピオンと、
政府部内の集権化された業績志向の主要なチャンピオンの離職である。こ
れに関連するのは、M&Eの「反対者」─M&E活動の便益に懐疑的な主要
な職員か、又は、オーストラリアの場合、過去に機能しなかった「マネ
ジャーに自由にマネジメントを行わせる」哲学と、おそらく失敗すると思
われた単純な業績枠組みの両方を追求した主要な職員によって、これらが
置き換えられたということである。ハワード政権期の間に開発された業績
枠組みと、その基礎となるものと意図されていたインセンティブは、イデ
オロギー的に推進されていた。現在、それらが公共部門マネジメントにお
ける失敗した実験を構成していることを示す十分な証拠がある。もちろん、
評価戦略はこの考え方の犠牲者の１つに過ぎなかった。予算省は、伝統的
に、財政の清廉性の主たる保護者であったが、予算推計の役割とその政策
助言の役割の位置付けが、この期間に大きく引き下げられたし、実際、政
府の全体の政策上の意思決定の位置付けも同様に引き下げられた。意思決
定プロセスの変化は、オーストラリアが直面していた別のリスク要因に関
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連していた。それは、皮肉にも、経済の繁栄と大きな財政黒字であった。
逆に、大きな財政赤字とマクロ経済の危機は、既存の支出からはるかに良
い「金額に見合う価値」を捜し求める一方、効率性又は有効性がない支出
を特定することによって政府が支出を削減するようにさせる、非常に強力
な動機付け要因として機能しうるし、実際に機能した。この種の状況は、
監視情報、特に評価からの発見が、どの政策とプログラムが費用効率性が
高く、どれがそうではないかを示す、肥沃な土壌を提供する。オーストラ
リアが1998-99会計年度以後享受していた大きな財政黒字は、財政規律を優
先させなくなり、政府による業績志向の主要な推進力を失わせた。
　評価戦略の廃止の直後に、省庁によって実施される評価の質・量の大き
な低下が生じたように見えた。予算省は、評価の計画策定と実施を強制す
るアプローチを有していた10年間の後に、評価文化が公務の中で成長し、
これが、時間がたつにつれて定着すればよいと望んでいた。これが現実化
していないように見えるのは、多くの理由があるであろう。理由の１つは、
1996年の政権交代後、多くの省庁の事務次官が突然交代したことである。
もう１つの理由は、公共サービスにおける大規模な予算削減である。そし
て、これらの削減は、評価や研究のような、しばしば、より「裁量的」な
長期の活動とみなされる事項への資金供給を継続することをはるかに困難
にしたであろう。
　もう１つの理由は、多くの省の事務次官とその大臣が、予想どおり、評
価を行うことを好まなかったということである。いつも良い業績を明らか
にするような、評価からのプラスの発見は歓迎される一方で、マイナスの
発見は、政治上及び世間の評判上、大きなリスクを引き起こしうる。現在、
各省が自省の評価を公表したがらない傾向と、彼らが情報公開立法を妨害
しようとしていると伝えられていることは、この解釈と一致しているよう
に見える。それでも、各省の事務次官の中には、M&Eの強い支持者のまま
でいる者もいる。彼らは、明らかに、M&Eが、自省の内部経営と政策開発
を助けるために重要であるとみなしている。彼らの評価の「島」に対する
支援は、この態度を証明している。
　1987年から1997年まで存在した評価戦略は、一般的には妥当な品質の評
価であり、高水準の利用を達成していたことから、かなり成功した評価シ
ステムであったと判断しうる。しかし、この戦略は、大きなマイナスのリ
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スク要因のために、持続可能なシステムではないと判明した。システム構
築には、予算推計や政策助言のような予算省の専門的技能の構築に要した
ように、かなりの努力と時間を要した。しかし、これらの機能を低下させ
るのには、はるかに短い時間しか要しなかった。政府評価を再生させるた
めの現在の努力も、大きな努力を必要とし、時間がかかると予想できる。
　オーストラリアの経験は、1997年から2007年まで、業績指標のシステム
に基づく業績枠組みに依存していた点でも注目に値する。指標の利点は、
評価より安価で、簡単で、迅速であるということである。しかし、指標は、
良い業績又は悪い業績の例を強調するのに使用可能である一方で、大きな
制約は、指標が、そのような業績になった理由や、政府支出とそれが生み
出すアウトカムとの関係の強さについて、全く説明しないことである。し
たがって、業績に関する教訓を、他の場所に適用するのは難しい。この期
間のオーストラリアの業績枠組みは、業績指標のシステムの構築に関し、
何をすべきでないかについての強力な事例を提供する。この枠組みは、多
くの概念上及びデータ上の問題点に遭遇した。また、この枠組みは、各省
による実施における深刻な問題と、予算省による効果的な監視の欠如に苦
しんだ。
　自政府の意思決定への、より高いレベルの証拠に基づいたアプローチを
達成したいと考えているあらゆる政府が直面している興味深い選択肢があ
る。おそらく、皮肉にも、まさにこれらと全く同じ選択肢が、再びオース
トラリア政府と予算省の前に現れている。選択肢の１つは、集権主義型か
権限移譲型かの程度である。その答えは、M&E情報の意図された目的が何
かということの中にある。もし、意図された活用法が、事業実施を行う省
庁の内部経営と意思決定を支援することであるならば、その答えは、権限
移譲型のアプローチをより強く選考するものとなるであろう。ただし、
M&Eがこれらの事業実施部門自身の道具として委ねられる場合に、これら
の部門が、著しく過小投資する傾向が説得的に示されることはないという
限定の下に限ってのことである。多くの省庁が、現在、ほとんど評価活動
に従事していないように見える現実は、評価への権限移譲型のアプローチ
が、健全なプログラム・マネジメントを支援するには不十分であることを
示唆しているだろう。
　もし、すべての政府プログラムの業績の定期的なM&E情報が必要であり、
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それが、システマティックかつ全政府的に政府意思決定を支援するため─
すなわち、新しいプログラムを決定したり、どの既存のプログラムを削減
したら良いかを決める際に支援するため─のものであるならば、その答え
は、政府中枢の予算部局（すなわち予算省）からのリーダーシップを用い
た何らかの形態の集権主義型アプローチを主張するものとなるであろう。
集権主義型アプローチのみが、生み出されるM&E情報の十分なカバレッジ
と品質を達成できそうである。評価戦略の創造に導く数年、及び廃止の後
の数年のオーストラリアの経験は、M&Eを奨励はするが強制はしない、そ
して遵守をモニターし確保しないような原則ベースのアプローチが、極め
て高い確率で機能しないであろうことを示している。議会に対する説明責
任のように、M&E情報の主な目的が、業績に対する説明責任を支援するこ
とである場合には、同様の議論が当てはまるであろう。
　もちろん、1987年から97年までの評価システムにおいても、オーストラ
リアの評価システムのいくつかの側面しか集権化されていなかった。評価
政策自体、そして政府中枢からの監視及び品質保証を行う予算省の役割で
ある。評価自体は事業実施省によって計画・実施されており、予算省その
他の政府中枢の政府機関は、各省の評価のアジェンダと、個々の評価の焦
点と実施に影響を与えようと試みていた。したがって、評価は、両者の協
力的な努力であった。
　したがって、システムの構築者として、予算省は、両方の世界を最大限
利用しようと試みていた─同省自身（及び他の政府中枢機関）の客観的な
精査と厳しい評価に関する質問を、事業実施省庁のプログラムに関する専
門的技能と統合しようとしていた。このアプローチには、予算に関する意
思決定の証拠に対するニーズを満たし、事業実施省庁が評価からの発見に
対して有する「オーナーシップ」を極大化する潜在的な可能性があった。
公正に言って、これらのニーズは実質的にも満たされていた。ただし、評
価の品質にいくらかの重要な減少があったという犠牲もある。予算省が、
各事業実施省に、専門家によって構成される大規模な評価部門を設置する
義務を強制したならば、この品質の低下を避けることができただろう。も
ちろん、これは、予算上の費用を伴っただろう。
　（予算省の現在の事務次官などの）観察者の中には、評価システムの別の
欠点は、それが、過度に重い負担を予算省と他の各省に課したことであっ
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たと主張してきたものもいる。しかし、この観点には議論の余地がある。
実際、この点は、会計検査院による1997年の評価戦略の業績監査において
は指摘されなかった。1987年から1997年までの評価への部分的な集権主義
型アプローチが、他の公共部門改革の権限移譲型アプローチの代償として
設計されたことも、想起する価値のあることである。このような設計は、
多くの事業実施省庁が、その業績を測定するのに余り多くの努力を費やし
たがらないという観察を反映していた。この観察は、今日も等しく重要で
ある。
　集権化又は部分的に集権化されたM&Eシステムの性質は、単に事業実施
省に遵守を強制する方策のみから成り立っている必要はない。実際、権威
主義的なアプローチは、いくつかの点で、非生産的なところまで至らしめ
かねないことになる理由がある。このような権威主義的なアプローチは、
事業実施省の協力に水を差しうる。事業実施省のプログラムに関する専門
的技能は、当該省のあらゆる評価において非常に貴重である。そして、こ
のような権威主義的アプローチは、事業実施省に押し付けられた評価に対
する当該省の「オーナーシップ」を減じ、その結果、評価からの発見を活
用する意欲も減じかねない32）。評価戦略を用いて、予算省は、より強制的
な手法を用いるというのではなく、むしろ、可能であればあらゆる場合に
説得に依存し、また、様々なプラスの支持と支援を提供することによって、
そのような欠点を緩和しようとした。同省が評価のために採用したインセ
ンティブは、単に「鞭」に依存するアプローチではなく、むしろ「にんじん、
鞭及び説教」のミックスから成るものであった33）。にんじんには、予算省
によって提供される助言提供支援や、評価によって業績が低いことが明ら
かにされたプログラムに対する事業実施省のマネジメントを支援するため
の、事業実施省のための資源協定へのアクセス可能性などがあった。鞭に
は、予算省と事業実施省との継続的な関係、及び予算省が事業実施省の予
算配分に影響を与える能力に関係した。予算省は、それが評価の計画及び
実施への各省のアプローチに関し、予算省が作成した比較ランキングを公
表することによって、各省を困惑させるというオプションもあった34）。説
教には、予算省の事務次官とその上級幹部によるたゆまない提唱や、何人
かの力のある大臣からの評価に対する明示的な支持があった。
　もちろん、現在、政府が直面している真の挑戦は、単に、どのように
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M&E及びより広い業績枠組みを最もよく再生するかということではない。
これらの事柄は、重要ではあるものの、本質的には、技術者主義的又は供
給側の課題である。より重要なことは、政策助言と政府の意思決定プロセ
ス（その中心部分が予算）全体を再生するという挑戦である。この意思決
定プロセスは、監視・評価情報の主たる需要側の活用を構成している。こ
の全体のプロセスの各段階の多くにおいて、問題があるように見える。す
なわち、信頼できる監視情報と評価の証拠を得ること（これには、適切な
データ、公務内外の熟練した評価者、及び信頼できるM&Eを行う献身的な
取組を必要とする）、予算省その他の政府中枢省、事業実施省、外部の助言
者その他の当該省の政策助言の役割にある者による、この情報の完全な活
用（これには、十分な数の非常に熟練した政策アナリストを有することを
必要とする）、すべての主要な利害関係者から高い品質の政策助言がなされ
ることを許容し、これを需要する予算プロセスを有していること（特に各
省大臣と彼らが担当する省）、そして、当該政権の意思決定に情報を提供す
るために証拠を利用可能にすることに、高い価値を置くような政権を有す
ることである。
　現在、オーストラリアの政府において進行中の変化は、これらの段階の
中には再生しつつある、又は再生されるであろうものがあるというという
希望を提供している。これらの段階は「因果の連鎖」とみなしうる。これは、
個々の政府プログラムの基礎となる因果の連鎖に似ている。この連鎖は、
当該プログラムのアウトプット、アウトカム及びインパクトに対するプロ
セスを通じて当該プログラムの支出にリンクしている。ここでの危険は、
政策の因果の連鎖上のあらゆる点における絶え間ない弱点が、証拠に基づ
く意思決定の達成を阻害しがちなことである。言い換えれば、もし政権が
M&E情報にほとんど注意を向けないならば、M&Eシステムを確立するの
に必要であるかなりの努力が、部分的に、又は大きく、浪費される可能性
が高いことである。しかし、M&E情報の他の利用法も確かにある─プログ
ラム・マネジメントのため、各省の意思決定のため、説明責任の目的のた
めなどである。そして、このような他の利用法が、M&Eシステムを、努力
の価値があるものにするかもしれない。
　オーストラリアは、興味深い局面にいる。同国は、かつて、世界最高の
評価システムがあったが、現在は、カナダ、チリ、コロンビア、メキシコ、
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アメリカなどの先進国及び開発途上国に著しい遅れをとっている35）。オー
ストラリアの政府における監視と評価を再生するための現在の努力が成功
するか否かを判断できるのは、時間だけである。
　注
１）　ポール・キーティングは、1991年にボブ・ホークの後任として首相に就任
した。
２）　スティーブ・セジウィック（予算省によって提案された公共部門改革と公
式の評価戦略のもう１人の有力な支持者）は、1991年にマイケル・キーティン
グの後任として予算省の事務次官に就任した。同時に、マイケル・キーティン
グは、最上級の公務員である首相内閣省の事務次官に就任した。
３）　この評価システムは、Mackay, 1998 によってさらに詳細に説明されている。
４）　大臣の新しい政策提案には、当該提案が承認された場合に実施されるべき
評価のアクション・プランが記載されていなければならないという義務は、あ
まり大きく成功しなかった。各ポートフォリオからのフィードバックは、ポー
トフォリオ・マネジャーにとって、この義務が多忙な予算編成期間には煩雑で
あることを示していた。例えば、1993-94会計年度予算において、約30％の提案
しか、義務を広く満たしていなかった。しかし、これ以外の50％の提案が、も
し承認されたならば、提案の評価を実施することを明確に記載していた（DoF, 
1994b）。これらの割合は、予算省内の事業実施省担当部門がかなり催促をして、
ようやく達成されたものである。
５）　これらの評価の１年当たりの費用は、平均して、これらの評価対象プログ
ラムへの政府支出の１％未満に過ぎなかった。したがって、評価からの発見が
プログラムの効率性又は有効性におけるそれほど大きくない改善にしかつなが
らなかったとしても、当該評価は費用効率性が高かったと言えたであろう。
６）　彼は「良い証拠は、政治上の障害を改善するか『中立化』できて、その結果、
改革をより実現可能なものにする。」とも付け加えている（Banks, 2009a, p. 6）。
７）　同年の政府歳出総額は、1,236億豪ドルであった。この額のうち、大部分は
将来推計で特定されており、精査の対象ではなかった。積極的に精査を受けた
「マージン」は、新規政策提案と節約オプションから成っていた。
８）　さらに、政策提案が評価で支持された場合、そのような事例の89％において、
評価が閣議決定に影響を及ぼしたと判断された。
９）　上級幹部公務員と、それより下位の上級公務員への業績給が、既に1980年
代後半に導入されていた。
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10）　この特定のニュージーランドの改革は、同国における不成功事例とみなさ
れることが多い。例として、Schick, 1996, 1998; Campbell, 2001。大臣が政府の
各省のアウトプットを購入するという概念は、多くの場合、本質的には複占状
況である仮想市場を暗示している。この種の概念的な購入者－供給者関係を真
剣に受け止める実質的なインセンティブの欠如は、このアプローチにおけるあ
らゆる価値を損なう。大臣（及び、予算配分のコントロールを通した議会）が、
アウトプットではなく、むしろアウトカムを購入すると想定されていた点で、
オーストラリアのアプローチは、ニュージーランドのものを越えていた。アウ
トプットとアウトカムと間の、しばしばあいまいなリンクを前提とすれば、こ
のオーストラリアのバージョンは、さらに空想的である。
11）　この見解は、上級公務員に対する多くのインタビューで確認されている
（Howard, 2005）。
12）　これは、ある省の事務次官によって、彼が2009年に退職した際に確認され
た（Borthwick, Burgess, 2009 にて引用）。彼は「［オーストラリア公務に］在
職中、最重要な意思決定の中には首相によってなされたものもあった。…内閣
は、ほぼゴム印のようなものであった」と述べた。彼は「各省は、異なる選択
肢をより厳格に分析し、評価すべきである。」と助言した。
13）　この期間の提唱者は、その強みの１つが、結果－すなわちアウトプットと
アウトカム（とインパクト）－に明示的に焦点を当てていることであると主張
してきた。しかし、これより前の期間の評価戦略その他の公共部門改革は、効
率性と有効性の達成を強調していた。効率性は、結果の達成を最低の費用で達
成することであり、有効性は、プログラムの目的─これは、政府が達成を望ん
でいるアウトカムと定義されている─を達成することである。したがって、こ
の２つの期間の焦点には、それほどの違いはなかった。例外は、後の期間にお
いて、政府プログラムの費用に対する明示的な焦点が、ずっと小さかったと思
われることのみである。
14）　このように評価の発見を省いたことが各省の業績にマイナスに反映された
かどうかは不明である。
15）　この義務は、多くの移転支出を対象としない。
16）　会計検査院（ANAO, 2007）は、ある政府機関に52 のアウトプットがあるこ
とを明らかにした。
17）　重大な欠陥のこの長いリストにもかかわらず、政府機関の中には、グッド・
プラクティスに則った報告を提供しているものとして会計検査院長に特定され
たものもあった。これには、家庭・コミュニティサービス省、オーストラリア
国立図書館及びオーストラリア税関が含まれる（McPhee, 2005）。
18）　オーストラリア政府におけるプログラムとは、目的ベースである。プログ
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ラムは、共通の目的（すなわち、望ましい結果）を有する、関連する諸活動の
セットから成る。プログラムと、アウトカムとアウトプット枠組みにおいてア
ウトカムに焦点を合わせることとは、概念的には関連がある一方で、実務上は、
プログラムの方がはるかに詳細な方法で定義されている。オーストラリア政府
におけるプログラムは、組織ベースでもある。
19）　年次業績報告に関する2003年の会計検査院の業績監査では、政府機関は、
データの品質と一貫性を保証するために必要なデータ基準と手続を有していな
いという結論を下した（ANAO、2003）。対照的に、アウトカムとアウトプット
枠組みに関する2007年の会計検査院の業績監査では、政府機関には業績情報を
把握し、報告するための健全なシステムがあり、そのようなシステムが正確で
信頼できる情報を提供しているという結論を下すに当たって、政府機関による
自己報告に大きく依拠している（ANAO、2007）。後者の業績監査の結論は、そ
の後の労働党政権によって委嘱されたマレーの調査によって否定された
（Murray, 2008）。
20）　 会計検査院長は、以下のように述べた。
　「私の経験では、外部の義務と内部の経営の両方のための信頼できる業績情
報を持っている組織が、以下のような戦略を通じて良い業績報告を実現した。
公共部門の価値に基づいた強健な業績文化を確立すること、報告、計画立案
及びマネジメントの間の強いリンクを維持すること、そして、外部への報告と
内部への報告の間の強いリンクを確保することである」（McPhee, 2008, p. 16）。
21）　現在の予算省の事務次官が、予算省が依然として公式の「繁文縟礼」義務
の主たる発生源のままであり、政府機関に関する2,000件の遵守義務の約半分
（特に財務上の義務遵守に関するもの）を発生させていることを指摘したこと
は興味深い。
22）　他の機会の例としては、２月の上院の追加見積り諸法案の審議、上院によ
る会計検査院の効率性監査及び財務監査の審議、政府の業績に関する事項その
他の事項に関する上院自身の調査などが挙げられる。
23）　ついでに、ボウヴェンズが、説明責任によって業績を改善することができ
る方法の分類学を開発したことを指摘することは興味深い。
　ⅰ） 組織が説明義務を負う基準を定めることによる予防効果
　ⅱ） 問題を解決し、再発を防ぐ行動責任を奨励する治療効果
　ⅲ） 過去、現在、未来の政策の間のつながりをたどることによる教育効果
（Bovens, 2006, p. 26, O'Loughlin, 2010 において引用）
24）　生産性委員会は、今後数年、データ品質問題に何らかの更なる努力を捧げ
るかもしれない（Independent Reference Group, 2010）。
25）　対照的に、ハワード政権期の上級職員は、通常、自らの関心事項について、
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自身の退職演説か、退職した後にのみ発言した。
26）　より新たに計算された費用は、357億豪ドルから550億豪ドルの範囲である。
27）　何らかの再集権化が生じている公共部門マネジメントの領域としては、他
に政府調達と公共部門給与がある（McPhee, 2009）。
28）　この説明は、当初は秘密であり、2010年９月に再選された労働党政権のた
めに作成された。このコメントはその時点での評価の状況についてなされたも
のであるが、ハワード政権の時点の状況にも等しく適用可能である。
29）　2009年から予算規則が変更され、もし当該提案が内閣によって承認されれ
ば、提案がその枠組みの下で運営される、レビューと業績測定の枠組みの概略
を新規政策提案（new policy proposal: NPP）に記載することが義務付けられた。
この義務を満たす新規政策提案の割合、業績枠組みの品質は、現時点では不明。
注４で述べたように、1987年から97年までの評価戦略の間の同等の義務は限定
的にしか成功しなかった。
30）　この指数は、世帯員の学生が学校に通っている世帯の平均所得、教育水準
及び雇用タイプに基づいている。この指数は、学校の僻地度と、アボリジニの
学生の割合も測定している。これらの社会経済上の特徴は、学生の試験結果と
相関している。学校が影響を及ぼすことができるのは、学生の平均成績の分散
のうち、上記以外の要因によるものである。学校アウトカム・データは、政府
のサービス提供に関する年次報告書で使用されるものと同じである。
31）　所得移転プログラムは、カナダのシステムでは明示的に除外されている。
予算省事務次官は、オーストラリアにおける再生した評価戦略にそのようなプ
ログラムを含むべきであると主張している。
32）　これは、例えば、チリの集権化された監視・評価システムで起こった。こ
のシステムは、財務省の予算上のニーズのために設計され、運営されている
（Rojas et al., 2005）。
33）　M&Eを奨励するためのにんじん、鞭及び説教の詳細な分類学は、マッカイ
（Mackay, 2007, Chapter 11）で提供されている。
34）　予算省はこれらのランキングを決して公表しなかったが、予算省事務次官
は、それらが、彼の同僚の事務次官が自省の相対的な業績を知らせるように依
頼してきた際には、彼らに情報を提供していた。
35）　チリ、コロンビア及びアメリカについては、マッカイ（MacKay, 2007）に
よって議論されている。カナダの分析については、レーヒ （ーLahey, 2010）参照。
メキシコはカストロ他（Castro et al., 2009）によって議論されている。
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平井 文三
１．この論文について
　原論文は、OECDの予算上級官吏作業部会（Senior Budget Ofﬁcials 
Working Party: SBO）が編集をするOECD予算編成ジャーナルに2011年に掲
載されたものである。同誌は、OEDC加盟国政府の予算編成担当者、OECD
その他の国際機関で各国政府の予算編成に関する業務に従事する職員、ア
レン・シックを始めとする予算編成に関する著名な研究者等が寄稿する、
国レベルの政府予算編成に関する専門誌である。
　著者のキース・マッカイは、エジンバラ大学で経済学士、ロンドン・ス
クール・オブ・エコノミクス・アンド・ポリティカル・サイエンスで地
域・都市開発修士を取得した後、1975年から1997年までオーストラリア連
邦政府予算省、雇用省などに勤務し、1997年から2008年までは、世界銀行
の主任評価官を務めた。世界銀行退職後は、世界銀行のコンサルタントと
して活躍している。オーストラリア予算省勤務の最後の時期である1991年
から1997年までは、政府全体の公式の評価戦略を担当する次官補（Assistant 
Secretary）を務めている1）。
　原論文の対象期間である1987年から2011年を含む、1975年から現在まで
の政権は、表１のとおりである。また、オーストラリアの業績枠組みにお
いて中心的な役割を果たす予算省の名称等の変遷は表２のとおりである。
同国連邦政府の予算編成については、予算省設置以前は、国庫省
（Department of Treasury）において、経済政策とともに行われていたもの
である。これを、予算省の設置により、経済政策と予算編成に分離した。
その後、予算省は、予算が政府組織のマネジメントの仕組みの中で機能す
るように、業績の概念を導入していく。
　この翻訳においては、予算省が３度にわたって名称変更を行っているも
のの、特にその時点の正式名称を示す必要がない限り「予算省」で統一し
ている。
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２．オーストラリアの公共経営改革と評価
⑴　財政マネジメント改善プログラム
　オーストラリア連邦政府は、労働党政権下の1984年に、財務マネジメン
ト改善プログラム（Financial Management Improvement Program: FMIP）
を開始した。FMIPのねらいは、各省庁における効率的・効果的なマネジメ
ント慣行を奨励するような予算上・（政府部内）規制上のプロセスを開発す
ること、各省庁のマネジャーが結果に焦点を合わせるのを支援するような
技術とシステムを特定し、その活用を促進すること、そして、彼らに対し、
マネジメントを行うことに対するインセンティブを拡大し、行政活動に必
要な資源の費用の認識を向上させるように、行政上の手続と慣行を変える
表１　オーストラリア連邦政府首相の変遷（1975年-2015年）
氏名 所属政党 在任期間
マルコム・フレーザー（Malcolm Fraser） 自由党 1975年11月11日-1983年３月11日
ボブ・ホーク（Bob Hawke） 労働党 1983年３月11日-1991年12月20日
マイケル・キーティング（Michael Keating） 労働党 1991年12月20日-1996年３月11日
ジョン・ハワード（John　Howard） 自由党 1996年３月11日-2007年12月３日
ケヴィン・ラッド（Kevin Rudd） 労働党 2007年12月３日-2010年６月24日
ジュリア・ギラード（Julia Gillard） 労働党 2007年６月24日-2013年６月27日
ケヴィン・ラッド（Kevin Rudd） 労働党 2013年６月27日-2013年９月18日
トニー・アボット（Tony Abbott） 自由党 2013年９月18日-現在
表２　予算省の名称等の変遷
名称 期間 組織変更の理由
予算省 
　（Department of Finance）
1976年12月７日-1997年10月９日 主として経済政策を所掌する国庫
省（Department of Treasury） か
ら分離
予算・行政省
　（Department of Finance 
and Administration）
1997年10月９日-2007年12月３日 議会を含む政府の調達・営繕等を
担当していた行政サービス省
（Depar tment of Administrative 
Service）と統合
予算・規制緩和省
　（Department of Finance 
and Deregulation）
2007年12月３日-2013年９月18日 規制緩和等の業務を他省から移管
予算省
　（Department of Finance）
2013年９月18日-現在 規制緩和業務を首相内閣省に移管
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ことであった（Campbell and Halligan, 1992, p. 146）。
　FMIPの中核となったのはプログラムのマネジメント及び予算編成
（Program Management and Budgeting: PMB）であり、これにより、各省庁
が、評価を含む、所管のプログラムの業績マネジメントを行うことを義務
付けられた。PMBが公式に全省庁において施行されたのは、1988年７月で
ある（OECD, 1990, p. 23）。
　PMBのねらいは、各省のマネジャー（事務次官など）、政権、議会など、
公共支出プロセスに関係する当事者全員が、プログラムの有効性
（effectiveness）を測定すること情報枠組みを提供することであった。この
枠組みにおいては、、各省庁が政策のねらいと目的を定義し、プログラムの
構造を確立し、適切な業績指標を設定することを義務付けられた（Task 
Force on Management Improvement, 1992, pp. 250-251）。
　プログラム評価については、各省庁は、1987年から、評価計画（evaluation 
plan）の策定を義務付けられ、1988年以後は、３か年を期間とし、毎年ロー
リング方式で改訂していく、既存プログラムの評価計画の提出を義務付け
られた。
　FMIPにおいて、PMB以外に行われたマネジメント改革の取組としては、
ポートフォリオ予算編成（portfolio budgeting）及びランニング・コスト・
システム（running costs system）である（OECD, 1991, pp.22-23）2）。
　ポートフォリオ予算編成においては、年度予算の一部を、政府中枢では
なく、ポートフォリオ大臣（省及び当該省に附属する行政機関を担当する
大臣）が決定できるようにするとともに、一定の支出決定権限もポートフォ
リオ大臣に委譲した。これにより、個々の大臣にとっては、ポートフォリ
オにおける戦略とそれに基づく優先事項決定の裁量が拡大した（Task 
Force on Management Improvement, 1992, pp.231）。
　ポートフォリオ予算編成は、FMIP開始時から実施されていたが、1987年
にポートフォリオ担当大臣の数を28 から16 に削減するという連邦政府組織
編成改革を実施することによって強化された（省の数は18）。この改革のね
らいは、政策・プログラム開発における視野と一貫性の拡大、及びポート
フォリオ予算編成を通じた資源利用に関する決定権限の委譲範囲の拡大で
ある。ポートフォリオ予算編成においては、政府全体の予算戦略を反映し
た大臣級ハイレベルの目標を補完する、個々のポートフォリオごとの個別
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目標の開発も奨励した（Keating and Holmes, 1990, p. 172）。
　ランニング・コスト・システムは、1987年に導入された（Task Force on 
Management Improvement, 1992, p.233）。従前は、（給付やインフラストラ
クチャー建設費ではなく）行政執行上の経費に対し、詳細なインプット・
コントロールが行われ（20以上の支出項目に分かれていた）、各省が柔軟な
行政運営を行う障害となっていた。ランニング・コスト・システムでは、
職員人件費を含むすべての行政上・運営上の支出が、単一のランニング・
コストという支出項目となった（Keating and Holmes, 1990, p. 177）。
　この改革により、各省のマネジャーは大きく３つの裁量を得た。第１に、
自省の機能のための予算配分の中で、消耗品、設備、旅費、コンピュー
ター・サービスなどの間で優先順位を自ら決めることができるようになっ
た。第２に、人件費と他の支出の間での予算配分を動かすことができるよ
うになった3）。第３に、マネジャーは使用しなかった行政上・運営上の予算
の一定割合を翌年に繰り越したり、場合によっては後年度の予算見積もりか
ら借り入れることも可能となった（Task Force on Management Improvement, 
1992, p. 234）。
　ランニング・コスト・システムのもう一つの特徴は、効率性配当
（efﬁciency dividend）である。これは、特別の免除がない限り、各省庁が毎
年生み出さなければならないランニング・コストの削減分である。当時の
削減率は1.25％であった。これを越えて削減した省庁は、自省の他の支出
に回すことができる（Task Force on Management Improvement, 1992, 243）。
効率性配当の仕組みも、効率性・生産性向上のインセンティブをマネ
ジャーに与えるものであった。
⑵　アウトカムとアウトプット枠組み
　1996年にホーク政権（自由党と国民党との保守連合）に政権交代した後、
1997年に、1999-2000会計年度から発生主義に基づく予算に移行することと、
それに伴い、資源・業績マネジメントも新たな枠組みであるアウトカムと
アウトプット枠組み（The Outcomes and Outputs Framework）に移行する
ことが決定された4）。
　アウトカムとアウトプット枠組みにおいては、PMBはインプットだけの
評価からアウトカムの達成のモニタリングに焦点を移してきた点は評価す
るものの、インプットとアウトカムとのリンクが明確でないことが多かっ
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たことを指摘している。その上で提示された新たな枠組みの主な構成要素
は、以下のとおりである（Department of Finance and Administration, 1998）。
・省庁は、提供するアウトプットを特定し、価格を設定し、アウトプット
が寄与するアウトカムを計画する。
・アウトプットを特定する際には、アウトプットの価格、数量、品質その
他の主要な属性の識別も伴う。
・アウトカムを特定する際には、計画されたアウトカムがどのようになれ
ば達成したと言えるか、これらのアウトカム達成に、アウトプット及び
執行項目がどのように寄与するかに関する業績情報を提供する方法も伴
う。
・当該機関によってマネジメントされる（コントロールもされる）支出項
目、すなわち省庁項目（departmental items、給与、外部委託費など）に
よって生産されるアウトプットと、連邦政府のために当該機関がマネジ
メントする（コントロールは連邦政府が行い、当該機関はコントロール
しない）支出項目、すなわち執行項目（administrative items）を明確に区
別する。
　アウトカムとアウトプット枠組みの導入で大きく変化したのは、業績の
焦点をアウトカムからアウトプットに移行したこと、そこに、ニュージー
ランドにおいて1989年財政法により導入された購入者／生産者分離（大臣
が、国民を代表して、職業公務員をトップとする行政機関が生産するサー
ビスを疑似的に購入し、対価を「価格」として支払うことで予算配分する）
の考え方を導入したことである5）。
　翻訳では、アウトカムとアウトプット枠組みが実施されていた時期は、
財政黒字のために業績マネジメントが重視されなかった旨の記述がある。
1970年以後の財政バランスについては図１参照。
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図１　基礎的現金収支（GDP比、％）
原出典：Commonwealth Budget Papers 2011-12
　出典：Barret, 2011, p.3
⑶　ラッド労働党政権における動向
　2007年に労働党のラッド政権に交代すると、以下のような改革が行われ
た。
・集中的なレビューの実施
　2008年２月に、既存のプログラムの節約額を特定するための支出レ
ビュー・タスクフォースを設置し、包括的支出レビューを実施した。レ
ビューの視点は、妥当性（Appropriateness）、有効性（Effectiveness）、効
率 性（Efﬁciency）、 総 合 性（Integration） 、 業 績 査 定（Performance 
Assessment）及び戦略的な政策との一致（Strategic Policy Alignment）で
あった。公表された節約額は、2008-2009会計年度で57億豪ドル、2009-2010
会計年度で32億豪ドル、2010-2011会計年度で２億豪ドル超とされている
（Barret, 2011, pp.５-７）6）。
　併行して、2007年から、政府としての戦略的分野のレビューを行う戦略
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的レビューも開始された。レビューのテーマの例としては、気候変動プロ
グラム、交付金プログラム、原住民関係支出、政府サービス提供の将来方向、
就業能力査定プログラム、国立地質学研究所（Geoscience Australia）など
がある。
・アウトカムとアウトプット枠組みを、新たなアウトカムとプログラム報
告の枠組みに置き換え（翻訳本文参照）
⑷　2013年公共ガバナンス、業績及び説明責任法
　ラッド第２次労働党政権末期の2013年６月に、2013年公共ガバナンス、
業績及び説明責任法（以下、2013年法という。）が成立した。2013年法は、
1997年財務マネジメント及び説明責任法及び1997年連邦機関・企業法を置
き換え、すべての連邦の省、機関、国営企業を対象とする資源（財源）マ
ネジメント立法である。連邦政府は、2013年法に基づく連邦資源マネジメ
ント枠組みの下で、財政・会計運営を行う。
　2013年 法 の 施 行 は、 公 共 マ ネ ジ メ ン ト 改 革 ア ジ ェ ン ダ（Public 
Management Reform Agenda: PMRA）として、３段階で行われる。
・第１段階：単一の資源マネジメント枠組みの確立（2014年６月まで。完
了）
・第２段階：オーストラリア公務の計画、業績及びモニタリングの質並び
に透明性と説明責任の改善（2014年７月から2015年６月まで）
・連邦政府が、経済のすべての部門の外部主体と相互に作用する方法の改
善（2015年７月以後）
　業績マネジメントについては、主として第２段階で取り扱われている。
2014年８月には、パブリック・コメント用に『連邦政府の業績枠組みの強
化─ディスカッション・ペーパー』（Enhanced Commonwealth Performance 
Framework: Discussion Paper）が公表されている。同書の中心は、ポート
フォリオ予算書（Portfolio Budget Statemets）に掲載される業績指標、組織
計画（corporate plan）、及び年次業績報告書に関する事項である。モニタリ
ングと評価については、現状の簡単な記載がなされた上で、将来の検討事
項として、プログラム・ロジック・モデルを用いてプログラム実施の段階
ごとに予算省の協力の下でベスト・プラクティスを開発していくことを提
案している（DoF, 2014, pp23-25, 32-33）。
₅₀巻１号　（₂₀₁₅. ７）　（　　）58
翻　　訳（　　）87
図２　プログラム・ロジック・モデル
出典：DoF, 2014, p.32.
⑸　生産性委員会
　オーストラリアの政府業績マネジメントの特徴の１つは、サービス提供
に関し、連邦・州を通じた共通指標による業績測定結果の報告書を、生産
性委員会という、連邦政府部内で高い独立性を有する委員会が1995年以後、
毎年、継続的に公表していることである。翻訳に記載されているように、
データはそれぞれの機関に依存せざるを得ないため、虚偽報告等の問題は
ある。しかし、共通する活動の指標を１つの機関で行うことの効率性や、
同種・類似業務のベンチマーキングにおける利便性、それに政権からの独
立性、政権交代に影響されない継続性などを考えると、我が国でも検討に
値する手法であろう。
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訳者解説注
１）　キース・マッカイの略歴は、LinkedInウェブサイトによる。https://www.
l i n k e d i n . c o m / p r o f i l e / v i e w ? i d = 1 1 5 3 3 3 9 5 0 & a u t h T y p e = N A M E _
SEARCH&authToken=HbcM&locale=en_US&srchid=3383352261426614597191&
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srchindex=3&srchtotal=5&trk=vsrp_people_res_name&trkInfo=VSRPsearchId%
３A3383352261426614597191%2CVSRPtargetId%3A115333950%2CVSRPcmpt%3Ap
rimary%2CVSRPnm%3A（2015年３月18日閲覧）
２）　この他、予算編成に係る政府のマネジメント改革として、1983年に導入さ
れた将来推計（forward estimating system）がある。将来推計は、ローリング
方式で、現在編成中の予算を基礎として、その後３年間の予算支出を推計する
ものである（新規施策や、政策の裁量的変更は考慮に入れない）（Task Force 
on Management Improvement, 1992, p.233）。この将来推計は、予算制約の中で
の政治的な予算上の意思決定に有用な情報を提供するのに役立ったとされる。
ホーク政権は、予算改革を開始した際に、主要閣僚によって構成される閣内委
員会である歳出レビュー委員会（Expenditure Review Committee: ERC）を設置
し、そこで、あらゆる新規政策提案の予算への影響を審査した（Keating and 
Holmes 1990, p.170）。
３）　ホーク政権以前は、旧公務委員会（Public Service Board）が職員数をコン
トロールする権限を有していた。しかし、この権限は、ホーク政権の予算編成
制度改革の初期に、職員数と給与のコントロールを統合するために、予算省に
移管された。ランニング・コスト・システムが導入された後には、ランニング・
コストの総額上限が金額で厳しく抑えられているために、職員数コントロール
が不要となり、完全に廃止された（Keating and Holmes 1990, p.177）。
４）　オーストラリア連邦政府の会計年度は、７月１日から翌年の６月30日まで。
発生主義予算は、ニュージーランドでは1989年度から、イギリスでは2001年度
から実施されている。
５）　ニュージーランドの改革については、平井（2006）参照。
６）　このような取組は、過去には、フレーザー自由党政権下において、商務大
臣・自由党副党首のフィリップ・リンチを議長とし、主要閣僚によって構成さ
れた委員会によって実施された連邦機能レビュー（Review of Commonwealth 
Function, 通称Razor Gang（1920年代にシドニーで勢力をふるったカミソリを
武器にしたギャングの比喩））、及びハワード自由党政権下において1996年に実
施された国家監査委員会（National Commission of Audit）がある（Barret, 
2011, p. 5）。2013-2014年には、アボット自由党政権下で、同名の国家監査委員
会が、連邦政府活動の包括的なレビューを行い、報告書を提出している（http://
www.ncoa.gov.au/index.html（2015年４月１日閲覧））。この報告書のフェーズ2
では、2013年公共ガバナンス、業績及び説明責任法を前提として、業績マネジ
メントについて詳細な分析、勧告を行っている。
